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（１） このガイドラインは原則２０２6年４月１日以降申請分より適用します。 

（２） ２０２6年度版の主な改訂点を以下に示します。 

① 参加時間が確認できないフェアなどの形態コード 105 と参加時間を確認する

講習（形態コード 101 等）が同時開催される講習会についての規定を変更しま

す。（20ページ） 

② 手数料を一部変更いたします。（48，49ページ） 

③ 講習会実施機関 IDのプログラム承認時に送信している受講証明書のひな型が

新しくなります。「②本人確認を行い、受講証明書を発行」を選択された場合、ひ

な型での受講証明書発行が必須になります（33ページ） 

 

 
【重要】 

お認めができない受講証明書での申請が多くあります。CPDS では以下のような受講証明資

料ではお認めができません。 

 ・連名で発行された受講証明資料 

 ・受講日が記入されていない受講証明資料 

※交付日・発行日、年月日のみ記載されている場合は受講日とみなしません。 

※受講日時の指定がないオンデマンド学習は例外とします。 

主催者から CPDS にプログラム申請がない講習を受講される場合、受講時に『様式 1』を作

成して持参し、主催より押印などの証明をいただきますようお願いします。 

 

 
 
 

〒102-0076 東京都千代田区五番町 6-2  ホーマットホライゾンビル 1階 

ホームページ https://www.ejcm.or.jp/ 



 

目次 
 

１． 継続学習制度（ＣＰＤＳ）のガイドラインの使い方 .......................................... 1 
１.1 個人 ID取得までの流れ ................................................................................... 2 
１.2 （個人 ID）学習プログラムとユニット登録の申請 ...................................................... 2 
１.3 （個人 ID）学習履歴証明書の申請と発行 .............................................................. 3 
１.4 （特定機能の会社 ID）加入者の分類と機能 ........................................................... 4 

２． 継続学習制度（ＣＰＤＳ）の概要 ............................................................ 5 
２．１ 定義と目的 .................................................................................................... 5 
２．２ 建設系ＣＰＤ協議会 ......................................................................................... 6 
２．３ 各ＩＤについて ................................................................................................ 6 
２．4 個人情報保護 ................................................................................................ 7 

３． 個人 ID ...................................................................................... 8 
３．１ 新規加入申請 ................................................................................................ 8 
３．２ ＣＰＤＳ技術者データ（QR コード） ........................................................................ 8 
３．３ 登録内容変更 ................................................................................................ 9 
３．４ 失効 ............................................................................................................ 9 
３．５ 抹消と一時停止 .............................................................................................. 9 
３．６ 手数料と一括送金システム ................................................................................ 9 
３．７ 学習プログラム・学習履歴（ユニット登録）の申請 .................................................... 9 
３．８ 推奨ユニット数 ............................................................................................. 26 
３．９ 学習履歴（ユニット登録）証明書の申請 .............................................................. 27 

４.  特定機能の会社 ID ...................................................................... 30 
４．１ 新規加入申請 .............................................................................................. 30 
４．２ ＩＤの有効期限と更新 ..................................................................................... 30 
４．３ ＩＤの登録内容の変更 ..................................................................................... 31 
４．４ 抹消と一時停止と一部機能の中止 .................................................................... 31 
４．５ 手数料と一括送金システム .............................................................................. 31 
４．６ 講習会実施機関ＩＤ ....................................................................................... 31 
４．７ 社内研修ＩＤ ................................................................................................ 38 
４．８ 社員データＩＤ .............................................................................................. 43 

５．費用 ......................................................................................... 45 
５．１ 申請費用 .................................................................................................... 45 
５．２ 一括送金システムと料金払込先 ........................................................................ 46 
５．３ 手数料 ....................................................................................................... 47 

６．資料 ......................................................................................... 50 

 
※ガイドライン内のスクリーンショット、画像はイメージです。予告なく変更する場合があります。



1 

 
１． 継続学習制度（ＣＰＤＳ）のガイドラインの使い方 
 
このガイドラインは、CPDSを活用するための解説書（説明書）で、操作マニュアルではありません。 

ガイドラインには、大きく、以下の３つの目的があります。 

 

１. CPDSのメリットや活用方法を理解していただくこと 

2. 加入手続き、加入後のユニット申請方法など、活用の流れを知っていただくこと 

3. 必要な手続きをご理解いただくためのガイドブックとして利用いただくこと 

 

◆ の項目を参照の上、目的のページをご確認後、必要な加入手続きにお進みください。 

なお、CPDSのすべての手続きは、全てホームページから申請いただきます。 
 
登録に必要なもの、申請方法については、 

 
全国技士会ホームページ⇒CPDS とは⇒「基本操作マニュアル」をご確認ください。 

https://www.ejcm.or.jp/about-cpds/ 
 
※インターネットによる申請が難しい方には、個人 ID からの申請のみを対象に「入力代行サービス」をご用意してい

ます。 45ページをご確認ください。 

 

◆ CPDSに加入を検討している方 
 
１） CPDSに加入するメリットを知りたい方 

⇒⇒⇒ 5ページ  ２.継続学習制度（CPDS）の概要「２.1定義と目的」 
 
２） ユニット登録（CPDS登録）を始めたい方 

⇒⇒⇒ ２ページ  １.1「個人ID取得までの流れ」～  
 
３） 講習会の主催を検討している方 

⇒⇒⇒ 4ページ  １.4「（特定機能の会社 ID）加入者の分類と機能」 

 

◆ CPDSに既に加入している方 
 
４） 個人加入者の方で個人 ID（登録番号）のログイン ID・パスワードをお忘れの方 

全国技士会ホームページ⇒CPDS⇒「個人加入者」⇒「個人 ID/パスワード」 

https://www.ejcm.or.jp/individual/ 
 
５） （個人 IDで）学習プログラム・学習履歴（ユニット登録）を申請したい方 

⇒⇒⇒ 9ページ  ３.個人 ID 「３.7 学習プログラム・学習履歴（ユニット登録）の申請」 
 
６） 自社で行う研修（社内研修 ID）について知りたい方 

⇒⇒⇒ ３８ページ  ４.特定機能の会社 ID 「４.7 社内研修 ID」 
 
７） 個人 ID取得の社員（社員データ ID）を管理される方 

⇒⇒⇒ ４３ページ  ４.特定機能の会社 ID 「４.8 社員データ ID」 
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１.1 個人 ID取得までの流れ 
 
（１）顔写真データ（ＪPEG 形式・５０0KB程度）を用意し、全国技士会のホームページから 

CPDS⇒個人加入者「個人 ID新規加入」で登録の申請をしましょう。 
https://sas.ejcm.or.jp/jcm/general/cpdsApply/cpdsApply 

（２）全国技士会から申請受付メール（受付番号つき）が届きます。 

手数料や指定口座情報などについてのお知らせが記載されています。よくお読みいただき、 

対応ください。 

（３）申請手数料を指定口座に送金し、送金票のコピーに受付番号を記載して全国技士会 

に提出してください。 

（４）全国技士会の確認が済むと、登録完了メールが届きます。 

（５）ログイン ID、パスワードの設定をすれば、個人 IDの登録手続きが完了です。 

（システムにログイン可能となります） 
 
 
 
（１）～（５）の個人 IDについての詳細は、8ページ「３.個人ＩＤ」をご確認ください。 
※操作方法は、「基本操作マニュアル」をご確認ください。 

https://www.ejcm.or.jp/about-cpds/ 

 
 

 
１.2 （個人 ID）学習プログラムとユニット登録の申請 

 
 

（１）講習会への出席、論文執筆などを行った場合、学習プログラム・学習履歴（ユニット登録） 

申請を行います。 

審査が通ればユニットが登録されます。 

（２）CPDSに認定されていない学習プログラム（講演など）は、全国技士会に申請し、 

講習会内容を含めた審査を受ける必要があります。 

（３）プログラム名に（代行）と記載のある講習会は、主催者が全員の履歴申請を行います。 

（４）原則、学習プログラムと学習履歴（ユニット登録）を同時に申請してください。 

（５）申請期間は、受講日から 1年以内です。 

（６）学習履歴（ユニット登録）の申請には受講証明書などが必要です。 

（７）申請受付から、審査着手まで２～10週間程度かかります（12ページ参照）。 

（８）認定された学習プログラムは、全国技士会のホームページなどで公表します。 
https://sas.ejcm.or.jp/jcm/common/program/programList 

 

 

◆ 学習プログラムの分類、コード、ユニット数の計算方法や単位数、必要書類などの詳細は、 

9 ページ 「３.7 学習プログラム・学習履歴（ユニット登録）の申請」 以降の該当ページをご確認く

ださい。 
 
※全国技士会に提出した資料は、学習履歴証明書を発行する際に必要になる場合があるので、登録手続き 

後もご自身で大切に保管してください。 
 
◆ 学習プログラムには、年間上限がある学習プログラムがあります。 

※詳しくは２4ページの表５をご確認ください。 

 

申請の流れ 
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ユニット登録の申請では、主催者から CPDSに申請があるプログラムか（A）、申請がない

プログラムか（B）で申請方法が異なります。 
 

A.主催者から CPDSに申請があるプログラムの場合 

（１）プログラム名に（代行）と記載のある講習会は、主催者が全員のユニット申請を行う 

ため受講者からの申請は不要です。 

（２）（1）以外は、受講者自身でシステムにログイン後、ユニット申請を行います。 
 

B.主催者から CPDSに申請がないプログラムの場合 

（１）受講者が学習プログラムの情報を入力し、入力した内容がわかる主催者発行の資 

料（開催案内、カリキュラムなど）と合わせて全国技士会に申請して、プログラムの審 

査を受ける必要があります。 

（２）原則、学習プログラムと学習履歴（ユニット登録）を同時に申請してください。 
 

A・B共通 

（１）申請期間は、受講日から 1年以内です。 

（2）学習履歴（ユニット登録）の申請には受講証明書が必要です（12ページ参照）。 

（3）申請受付から、審査着手まで２～10週間程度かかります。 

（4）認定された学習プログラムは、全国技士会のホームページなどで公表します。 

 

 

１.3 （個人 ID）学習履歴証明書の申請と発行 
学習履歴証明書は、個人ごとの学習（ユニット登録）履歴を証明する書類です。経営審査や入札な

どで提出する書類は、この学習履歴証明書となります。 
 
（１）学習履歴証明書は、ユニット数を証明するもので、１申請につき証明書は 1枚です。 

（２）同一会社の 10名まで一括で申請できます。 

（３）一括送金残高が不足していると申請できません。 

（４）証明書は PDF ファイルで発行され、ファイルはメールで送信されます。 

（５）申請日の翌営業日（全国技士会の営業日）夕刻に発行されます。 

※有料の至急対応もあります。 
 
詳細は、２7ページ「３.9 学習履歴（ユニット登録）証明書の申請」をご確認ください。 

 
◆ ユニット数の計算については、指定期間のユニット数が確認できる【ユニット数確認画面】を 

ご活用ください。 

※ログイン⇒CPDS学習履歴証明⇒ユニット数確認 
 
 
 
 
  

申請方法 
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１.4 （特定機能の会社 ID）加入者の分類と機能 

 

（１）講習会実施機関ＩＤは、主催する講習会の学習プログラムや履歴を申請するために必要な 

IDです。 

（２）社内研修ＩＤは、自社で行う社内研修の学習プログラムや履歴を申請するために必要な 

IDです。 

（３）社内研修ＩＤでユニット登録する受講者は個人 IDが必要です。 

（４）社員データＩＤは、個人 IDに登録している社員の申請やユニット管理などを行う IDです。 

（５）社内研修ＩＤと社員データＩＤは両方取得できます。 

（６）講習会実施機関 ID と社内研修 IDは発行から 3年間有効です。その後は有料で更新 

できます。 

（７）社員データ IDは発行から 1年間無料で利用でき、その後は有料で更新できます。 

 

◆ 特定機能の会社 IDの手続きは、それぞれ全国技士会ホームページ 

  CPDS とは⇒「基本操作マニュアル」をご確認ください。 

   講習会実施機関 IDの基本操作マニュアル 

https://www.ejcm.or.jp/wp-content/themes/lightning_child_JCM/jcm/pdf/manual_conductingSeminars.pdf 

   社内研修 IDの基本操作マニュアル 

https://www.ejcm.or.jp/wp-content/themes/lightning_child_JCM/jcm/pdf/manual_houseTraining.pdf 

   社員データ IDの基本操作マニュアル 

https://www.ejcm.or.jp/wp-content/themes/lightning_child_JCM/jcm/pdf/manual_staffData.pdf 

 
◆ 特定機能の会社 IDそれぞれの利用の注意点は、 

   講習会実施機関 ID ⇒３1ページ「４.6 講習会実施機関 ID」 

   社内研修 ID ⇒３８ページ「４.7 社内研修 ID」 

   社員データ ID ⇒４３ページ「４.8 社員データ ID」              をご確認ください。 

 

ここ数年、電話が混雑する状況が続いており、ご不便をおかけしております。 

お問い合わせはホームページの「お問い合わせフォーム」をご利用ください。 

お電話をいただく場合には【必ず事前】に「よくある質問（FAQ）」および「基本操作マニュア

ル」をご確認ください。 

 

電話でのお問い合わせの際は、以下 3点をあらかじめご用意ください。 

1. 申請の受付番号 

2. CPDSの登録番号 
※個人のログイン IDは、加入者様が管理する IDのため、全国技士会にお知らせいただいても 

ご対応できません。必ず CPDSの登録番号をご用意ください。 

3. このガイドライン（2026年度版）  
TEL 03-3262-7438  電話対応時間 平日 10：00～16：30 

学習履歴（ユニット登録）申請        FAX 03-3262-7424 

一括送金・その他      FAX 03-3262-7420 
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２． 継続学習制度（ＣＰＤＳ）の概要 
 
２．１ 定義と目的 

◆ ＣＰＤＳの定義 
一般に継続教育はＣＰＤ（Continuing Professional Development）と呼ばれます。 

（一社）全国土木施工管理技士会連合会（以下 全国技士会）の継続学習制度はＣＰＤにＳystem

のＳを付けて「ＣＰＤＳ」としています。 

ＣＰＤは継続学習全般を示し、全国技士会を含め複数の団体が運営しており（参考：2.2「建設系Ｃ

ＰＤ協議会」）、ＣＰＤＳもＣＰＤの 1つとなります。「ＣＰＤＳ」は全国技士会の固有の名称です。 

ＣＰＤＳに加入することにより、必要な技術力の向上のために講習会などで学習をした記録（以下 

学習履歴）を登録し、必要な時に学習履歴証明書を発行することができます。 

ＣＰＤＳでの学習履歴の単位を「ユニット」とよびます。 

ユニットは技術者個人（IDごと）に登録されます。 

 

◆ ＣＰＤＳへの加入申請、ユニット登録と活用 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
① CPDSへの新規加入 

② 学習履歴等の記録（ユニット取得） 

③ 学習履歴証明書取得 

④ 学習履歴証明書提出 

（⑤ 各都道府県等技士会会員の場合は会員料金が適用） 

 

◆ ＣＰＤＳの目的 
ＣＰＤＳの目的は、技術者が自己研鑚の活動を通じて、国民の福祉に役立つ良質な目的物を創造

するための技術力と資質の向上を図ることにあります。 

ＣＰＤＳは、 

①公開・公平性（誰でも加入でき、公平に対応されます） 

②信頼性（すべての申請に対し証拠書類を確認します） 

③専門性（現場の施工管理技術が向上する講習会を認定します） 

の３理念に従い、利用者の利便を考えて運営します。 
 
ＣＰＤＳは、全国技士会が運営します。運営にあたり全国技士会に外部の有識者からなる技術委員

会ＣＰＤＳ部会を置き、ＣＰＤＳに関する課題等を審議します。 
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２．２ 建設系ＣＰＤ協議会 

建設分野の学・協会のうちＣＰＤ（継続教育）を実施している機関の間で、連絡・調整することを目

的とする協議会です。全国技士会を含め１９団体で構成されます。 

現時点では、構成する１団体で認定されたプログラムであっても、他団体ではユニットの求め方が

異なり、認定されない場合があります。 

また、ＣＰＤＳでは学習履歴の単位を「ユニット」としていますが、各団体によって異なります。 

他団体で登録された単位をＣＰＤＳに移行することはできません。ただし、他団体で登録された講習

会をＣＰＤＳに申請をし、承認となればユニットが登録されます。 

詳しくは建設系ＣＰＤ協議会ホームページ（http://www.cpd-ccesa.org/）をご確認ください。 
 
 
２．３ 各ＩＤについて 
（１）ＩＤの種類  

ＩＤには個人ＩＤと企業（団体）を対象とした特定機能の会社ＩＤがあります。 
 
表１ それぞれのＩＤの申請種類 

 

加入者ＩＤの種類 申請内容 

個人ＩＤ ＊ 

学習プログラム（社内研修を除く）・学習履歴（ユニット登録）申

請、学習履歴証明書申請、Ｗｅｂ-ＣＰＤＳ新規加入申請等 

※ユニット登録の対象は個人ＩＤのみ（申請は他ＩＤからも可） 

特
定
機
能
⡏
会
社
⟶
⟱
⟋
⟋ 

講習会実施機関ＩＤ 

 

講習会の主催者が行うプログラム申請と履歴申請（社内研修を

除く）、講師派遣する社内研修のプログラム申請と履歴申請等 

※建設会社等（研究会など）は、原則取得できません 

社内研修ＩＤ 社内研修のプログラム申請と履歴申請 

社員データＩＤ 

個人ＩＤを取得している社員の個人情報を会社で一元管理、個人

ＩＤ新規加入、学習履歴、学習履歴証明書の申請、Ｗｅｂ-ＣＰＤＳ

新規加入申請等 

＊ CPDSの受講記録（ユニット）を登録するためには、必ず個人 IDが必要です。 
＊＊ 特定機能の会社 IDは、講習会を主催する団体や社内研修を行う組織のための IDで、 

個人ごとに取得する IDではありません。  
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どちらも CPDS個人ＩＤ加入者 

違いは手数料のみ 

（２）個人ＩＤの加入条件 

個人ＩＤはどなたでも加入することができます。特別な資格は必要ありません。 

このガイドラインでは個人ＩＤに加入されている方を「加入者」とします。加入者が「各県等の土木施

工管理技士会（以下「技士会」）の個人会員」であれば、「技士会会員」となります。技士会会員には

安価な会員料金が適用されますが、各県等の「技士会」への入会手続きが別途必要です。 

「技士会」に加入されていない加入者は「無所属」となります。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図 1 ＣＰＤＳ加入者と技士会会員の関係 

 
（３）特定機能の会社ＩＤの加入条件 

講習会実施機関ＩＤは、主催する講習会をＣＰＤＳに申請する際に必要です。建設会社等（研究会な

ど）は、原則取得できません。 

社内研修ＩＤは、自社で行う社内研修をＣＰＤＳに申請するために必要です。ＣＰＤＳに履歴申請（ユ

ニット登録）する受講者は、個人ＩＤに加入している必要があります。 

社員データＩＤは、個人ＩＤに加入している社員の申請やユニット管理などを行うための IDです。 

社内研修ＩＤと社員データＩＤは同時に取得できます。 

 

 

２．4 個人情報保護 

ＣＰＤＳの個人情報は、適切な方法で管理します。特段の事情がない限り本人の同意を得ずにＣＰＤ

Ｓの目的外に使用することはありません。ただし、一部の情報は技士会会員の確認などのため、全国

技士会と技士会で情報交換をする場合があります。ＣＰＤＳ加入者でかつ技士会会員である方の場

合、技士会会員資格の有無、会社名等の情報は最新の技士会名簿などで技士会、全国技士会にお

いてＣＰＤＳの登録内容を修正する場合があります。 

また職場単位での技術力向上のため、加入者の属する会社に情報提供する場合や、技術評価な

どのため、発注行政機関もしくは発注行政機関から委託を受けた機関に情報提供する場合がありま

す。なお、発注行政機関等へ提供する情報は「氏名、生年月日、資格名及び資格者番号（ある場合）、

学習履歴」で、住所、連絡先、所属会社等の情報は提供しません。 

 

※詳しくは全国技士会「個人情報保護に関する基本方針について」 継続学習制度（CPDS）をご確認ください。 

https://www.ejcm.or.jp/personalinfo/ 

  

技士会会員  ＝ 個人ＩＤ加入＋技士会所属 

無所属  ＝ 個人ＩＤ加入＋技士会無所属 
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３． 個人 ID 
ＣＰＤＳの申請はすべて全国技士会ホームページから行います。インターネットでは推奨のブラウザ

をご利用ください（Google Chorome Ver.70以上 / Microsoft Edge Ver.79以上）。推奨のブ

ラウザ以外では、システムが正常に動作しない可能性があります。 

申請方法はホームページ掲載の基本操作マニュアルをご確認ください（https://www.ejcm.or.jp/）。 

 

 

３．１ 新規加入申請 

個人加入者のページにある「新規加入」から手続きを行います。 
 
手続きが完了すると登録番号が記載されたメールが届きます。メールに記載されているＵＲＬからロ

グインＩＤとパスワードの設定が必要です。 
 

登録番号 

（CPDS技術者データに記載） 

※数字のみで構成 

全国技士会により個々に割り当てた番号です。ユニット登録や学習履歴

証明書申請等で使用します。全国技士会に問い合わせをする際も登録

番号が必要です。番号を変更することはできません。 

ログインＩＤ 

※英数字混合 

システムにログインする時にのみ使用します。変更が可能です。 
ログイン時以外では使用しません。 
※2021年 6月 7日以前に加入した方で、登録番号とログイン番号が同じ設定に

なっている方は、セキュリティ上、ログイン IDを変更いただくことを推奨しています。 

既に IDを取得されている方が、新規加入申請の手続き（振込等）をされた場合、新しい登録番号

を発行いたします。 
 
３．２ ＣＰＤＳ技術者データ（QRコード） 

CPDS の加入証明は、CPDS 技術者データです。CPDS 技術者データは、ご自身で印刷をしてご

利用ください。技術者証（カードの発行）は 2023 年度をもって廃止しました。既に発行している

CPDS 技術者証は、利用できますが（有効期限内に限る）、写真が不鮮明などの理由で本人確認が

できない場合は、本人確認資料として認められません。CPDS技術者データをご利用ください。 

  

 

    

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

図 4 CPDS技術者データ 

（QR コード） 
図３ 加入者メニュー（共通情報） 

「技術者データ（ＱＲコード）」

印刷 

「マイページ」をクリックする
とAのメニューが表示される。 

A 

「登録内容変更」はここから 
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３．３ 登録内容変更 

氏名、会社名、所属技士会など登録内容の変更が可能です（図 3）。 

変更内容によっては、認められない場合があります。 

（例）加入者を別人には変更できません。 
 

加入者名、写真、会社名、所属技士会情報の変更は、承認（情報更新）まで日数がかかります。変

更の手順については基本操作マニュアルをご確認ください。 

なお、所属する「技士会」への入退会時にも変更申請が必要です。 
 
３．４ 失効 

個人ＩＤは、新規加入後２年間学習履歴（ユニット）の登録がないと（「０ユニット」の状態が続くと）

失効します。ユニットの最終登録日から 5年間登録がない場合、個人ＩＤは失効します（2023年度ま

での個人 ID 有効期間は 7 年）。「ユニット登録日」とは登録されたユニットの実施日です（例：講習

会は開催日が実施日）。 

個人 ID の失効後に再加入する場合は新規加入（有料）となり、新たな登録番号が発行されます。

失効した登録番号のユニット等の情報は引き継がれません。 

 

３．５ 抹消と一時停止 

虚偽の申請が判明するなど不適切な行為があった場合などには、学習プログラムや履歴登録の抹

消、ＩＤの一時停止などの措置を講じます。 

ＩＤの一時停止は行為の程度によりＩＤの利用を最長６か月停止いたします。 

 
３．６ 手数料と一括送金システム 

申請の一部は手数料がかかります。手数料が発生する申請は、すべて一括送金システムを利用し

ていただきます。一括送金システムとは、インターネットから送金金額等を指定する申請を行い、その後、

全国技士会の指定口座に申請した金額を送金するシステムです。送金された金額は申請したＩＤにチ

ャージされ、その中から手数料がその都度差し引かれます。 

ただし、新規加入申請は一括送金システムを利用いただくことはできません（社員データＩＤからの

個人新規加入申請を除く）。 

一括送金についての詳しい内容は４５～49ページをご確認ください。 

また、手数料がかかる申請では、申請者ＩＤに必要分の残高（ご利用可能金額）がないと申請でき

ないもの（学習履歴証明書申請、Web-CPDS の加入・更新）があります。学習履歴申請はユニット

登録時に申請者ＩＤの残高が不足していると保留となります。 

引落（出金）確定分の金額について、インボイス制度に対応した領収書を発行しています。残高へ

の入金（一括送金申請入金）については、利用目的が確定していないため、領収書は発行できませ

ん。 

 

３．７ 学習プログラム・学習履歴（ユニット登録）の申請 

全国技士会に提出いただいた資料は、一定期間保管後に廃棄処分または消去します。資料は承認

作業完了後も大切に保管してください。学習履歴証明書を発行する際に必要となる場合があります。 
 
（１）学習プログラムの申請 

ＣＰＤＳの学習プログラムは、施工管理等に関する技術力及び資質の向上に資するものに限定しま

す。ＣＰＤＳに認定されていない講習は、全国技士会に申請して審査を受ける必要があります。 

他団体で認定されている講習でも、ＣＰＤＳ認定講習でなければ、同様に審査が必要です。 
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前年度認められても、ガイドラインの改訂により当該年度は認められない場合があります。 

施工管理等に関する技術力及び資質の向上に資しないと判断されるもの、通常業務に相当すると

判断されるもの、講習会を伴わない資格試験等については認定されません。 

通常業務に相当する内容とは「工事安全パトロール」「現場の日々の安全活動」「安全運転管理

者講習」等が該当します。 

ＣＰＤＳの認定条件を満たしたインターネット学習以外の自己学習は認定されません。ただし、一定

の条件を満たした資格更新講習等の自己学習は認定されます。詳しい内容は、２6ページ【資格更新

等の自己学習について】をご確認ください。 

 

● 個人ＩＤからの学習プログラム申請 
主催者がＣＰＤＳに申請しなかった学習プログラムも、受講者から申請することができます。 

原則、講習会受講後に学習プログラムと学習履歴（ユニット登録）を同時に申請してください。 

同じ学習プログラムへの履歴の申請は一度しかできません。 
 
学習プログラム申請に必要なものは下記の２つです。 

① 主催者発行の開催案内などの「内容が分かる資料」 

② 講習名・受講日・受講者名（通し番号可）が記載された「受講証明書」 

「様式 1（50 ページ参照）」も受講証明書となります。ただし、記載漏れなどの不備があると受

講証明書とはなりませんのでお気をつけください。 
 

 必ず、上記①②の２つを申請の際に提出してください。 
 
● 学習プログラムの申請期間と申請・資料の削除 
申請期間は、受講日から１年以内です。複数日にわたる講習の場合は最終日から 1年以内です。

ただし、初日が実施日（ユニット登録日）となります（一部のインターネット学習除く）。 

申請資料を PDF 登録せず申請されたプログラムは申請資料の提示（登録）がないまま２年以上

放置すると予告なく削除されます。申請情報が消えた後は、資料を提出いただいても全国技士会では、

審査できません。 

また、審査着手後、資料不足などにより審査保留のまま申請日より 2年経過すると提出いただいた

資料は破棄されます。申請の審査再開を希望の場合、削除された資料を再度提出する必要がありま

す。提出いただけない場合は審査が再開されません。さらに、申請日より 3 年以上放置すると申請を

予告なく削除されることがあります。削除された申請は審査を再開することはできません。 

 
● 社内研修のプログラム申請 
ＣＰＤＳでは原則、以下の①～③ 1つでも該当した場合は、社内研修とします。 

 
① 受講者を一般に募らずに実施した講習 

② 主催者が建設会社等（研究会など）である講習 

③ 会場が建設会社等である講習 
 
社内研修を個人ＩＤから申請することはできません（承認済の社内研修は除く）。社内研修ＩＤから

の申請となります。社内研修については、３８ページ 「４.7社内研修ＩＤ」をご確認ください。 
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図５ 加入者メニューの画面と主な申請・機能 

ここをクリックすると Aのメニューが表示される。 

ユニットの登録申請ができる。 

ログインしたＩＤで行った申請が確認できる。資料の追

加登録も可能（審査前及び再登録依頼があった場合に
限る）。 

タイムラインの確認もここから。 

ログインしたＩＤのユニット登録状況が確認できる。 

学習履歴証明書の申請履歴が確認できる。 

発行後１か月間、証明書をダウンロードできる。 

ここをクリックすると Cのメニューが表示される。 

個人ＩＤで一括送金申請をしてお金をチャージする。

必ず全国技士会の口座に送金する前に行う。 

B

残高、入金、引き落とし金額が確認できる。引落確定

分の領収書がダウンロードできる（期間限定）。 

C

指定した期間のユニット数が確認できる。 

一括送金の申請内容が確認できる。PDF（または

JPEG）にした送金票の控えを登録する。誤申請はここ

から削除できる（承認前のみ）。 

全国技士会のWeb学習の加入はここから。 

一括送金残高がないと加入手続きはできません。 

「様式1」の雛形がダウンロードで

きる（50ページ参照）。 

学習履歴証明書の申請ができる。 

ここをクリックすると Bのメニューが表示される。 

A
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（２）学習履歴（ユニット登録）の申請 

● 受講証明書 
学習履歴は、講習受講などの個人の学習記録です。講習会等の学習履歴（ユニット登録）申請に

は、講習会の主催者が発行する受講証明書が必要です。 

受講証明書には、受講者名または通し番号（認定講習は手書き不可）、受講日等が必須です。修

了書、資格者証等に必要項目（受講日等）がない場合は、受講証明書としてはお認めできません。ま

た、原則、受講者 1名に対して 1枚の受講証明書が必要です（本ガイドライン表紙【重要】参照）。 

講習会主催者より受講証明書が発行されない場合は、 「様式1（または、建設系ＣＰＤ協議会加盟

団体主催ＣＰＤ申請書・受講証明書）」（50ページ参照）に必要事項を記入し、講習会主催者の証明

印をもらい申請してください。ただし、複数日にまたがる技術フェア・学会の発表会（20 ページ 表 4

形態コード 105）などの場合には、各日の受講時に実施機関の証明印もしくは所属団体名の記入と

担当者の署名をもらい各日ごとに申請してください。 

 

● 学習履歴（ユニット登録）申請期間と申請・資料の削除 

学習履歴のユニットは受講者本人の個人ＩＤに対してのみ付与されます。 

学習履歴（ユニット登録）の申請期間は、受講日から１年以内とします。この期間を過ぎた場合、学

習履歴申請はできないため、ユニットの登録はできません。 

申請された学習履歴は、申請資料の提示（受講証明書などの登録）がないまま２年以上放置する

と、予告なく削除されます。申請情報が消えた後は、資料を提出いただいても全国技士会では、審査

できません。 

また、審査着手後、資料不足などにより審査保留のまま申請日より 2年経過すると提出いただいた

資料は破棄されます。申請の審査再開を希望の場合、削除された資料を再度提出する必要がありま

す。提出いただけない場合は審査が再開されません。さらに、申請日より 3 年以上放置すると申請を

予告なく削除されることがあります。削除された申請は審査を再開することはできません。 

 
● 申請から審査着手まで 
申請された学習履歴は全国技士会が審査し、承認されるとユニット登録となります。内容によっては

承認されない場合があります。 

また、学習履歴申請は一部を除き、資料を FAXでも受け付けていますが、CPDSでは FAX による

資料送付を推奨しておりません。通信状況など何らかの理由で FAXが届かない場合も、全国技士会

で責任は負いかねますのでご了承ください。 

資料到着日（FAXの場合は受信日）から審査着手まで、状況により 1～2 ヶ月程度かかります。 

なお、審査は至急で行うことも可能ですが、別途手数料が必要です（48 ページ Ⅵ）。至急の場合

の手数料は審査の結果に関わらず必要です。 

通常申請を至急に変更されたい場合は、申請者側でシステムより至急に変更できます（資料 PDF

登録に限る）。 

至急申請を通常申請に戻すことはできませんのでご注意ください。 

進捗状況はホームページで確認できます。 

 

● 優先審査 
主催者申請でＣＰＤＳ認定になったプログラムは、次ページの①②の手順での申請、または、受講証

明書に記載されている QR コードを読み込んで行った申請の場合は、優先で審査します。いずれも受

講証明書を PDFでアップロードする必要があります。 

※詳しくは、基本操作マニュアル（個人 ID編）をご確認ください。 
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① CPDS認定講習を選択して申請する 
・検索モード「学習プログラム」または「CPDS認定Web学習」で検索 

 

 
 

 

・「学習プログラム」または「CPDS認定Web学習」で「主催者申請により認定されたプログラム」に

該当するプログラムであれば、優先審査の対象となります。 

・プログラム情報（講習名や開催日時など）を入力する新規申請は優先審査にはなりません。 
 
② 資料を PDF登録で提出する（FAX送付は優先審査対象外）。 
優先審査は通常審査より半分程度の待ち時間を目標としています。至急申請とは異なり、すぐに審

査着手とはなりません。 

 

● 学習履歴の代行申請 

ホームページの認定プログラム一覧のプログラム名に「【オンラインセミナー】」「（代行）」とある講

習会は、主催者が受講者全員の履歴申請を行います。受講者はＣＰＤＳ技術者証・技術者データまた

はＣＰＤＳの登録番号、氏名を主催者に必ず提示してください。 

「【オンラインセミナー】」「（代行）」とある講習会は、受講者からの履歴申請は不要です（受講証

明書があっても申請はできません）。主催者が履歴申請を行い、全国技士会が承認するとユニット登

録となります。 

無所属会員の場合は、学習履歴の手数料が一括送金から自動で引き落とされます。残高が不足し

ていると「保留＜料金不足＞」となります。「保留＜料金不足＞」状態になった際は手続きを行うことに

よって、本人以外の個人・社員データＩＤから引き落としが可能です（一括送金代理引落申請）。 

操作方法については基本操作マニュアルをご確認ください。 

 

（３）講習会レビュー 

社内研修と特許、実用新案、論文以外の認定された学習プログラムはホームページ等で公表しま

す。 

ＣＰＤＳに登録されている講習会の感想や意見を、受講者が学習履歴（ユニット登録）申請時に入

力できます。入力された感想や意見は、全国技士会ホームページで公開しています。今後の講習会選

定や講習会企画にご活用ください。 

 

（４）学習分類と形態コード 

学習プログラムは、学習の内容や形態をそれぞれ「Ａ分類」「形態コード」に分類します。 

 

・「Ａ分類」 →学習の内容を示します。 

（参照：１4ページ 表 2、１5ページ 表 3 参照） 

・「形態コード」 →学習方法等を示します。 

例えば、「（対面の）講習会」「論文」「インターネット学習」などによって異なります。 

（参照：18 ～ 23ページ） 
  

（例）検索画面 
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（5）Ａ分類 

Ａ分類の入力は必須です。複数テーマがある講習会の場合は、主要な１分類を選択して申請してく

ださい。「小分類・主な内容」に記載がある内容でも、承認されない場合があります。 

形態コード 101に関しては、次ページ（6）表 3、社内研修については３9ページ（表 9）もご確認く

ださい。 

 

表２ Ａ分類コード（全形態コード共通） 
 

大分類 中分類 Ａ分類 小分類・主な内容 

1 倫理 倫理 102* 土木に特化した技術者倫理・コンプライアンスなど 

2専門技術 

施工管理 

201 建設業・施工管理に関する法令・基準など 

202 工程、品質、安全、原価、環境等の施工管理、施工計画など 

211 施工管理に関する最近の技術開発、その他の施工管理 

専門 1 
 
利用度の高い

専門工学と基

礎工学 

221 土工 

222 コンクリート工 

223 基礎工 

224 鋼構造物 

225 
基礎工学（構造力学、材料力学、水理学、土質、地質、測量 

など利用度の高い科目） 

専門 2 230 

施工管理・専門 1・3に分類できない技術分野 

河川・海岸・道路・港湾・鉄道等の施設および維持管理、 

防災対策（ソフト対策は除く）、 

環境対策（施工管理技術と関係するもの）など 

専門 3 250 建築関係の構造などの技術分野（低層住宅等を除く） 

技能 240 建設機械などの運転技能、装置の操作（ドローン含む）など 

3総合技術 情報その他 311 

電子納品、ＣＡＤ、ＣＡＬＳ、ＣＩＭ、ＣＭ、ＶＥ、情報化施工、 

都市計画、各社会資本の整備計画、建設業に特化した働き方

改革など 

 

【以下は「A分類-大分類 2専門技術」に該当する学習内容

が 30分以上含まれる講習会等に限る】 

※30分未満の場合は 15ページ 表 3「 周辺技術 310」を参照 

事業計画、環境計画、防災計画等の計画系、エネルギー、景

観（デザイン）防災対策（ソフト対策・災害メカニズム）、まちづ

くり関係など 

4 その他 
技術以外の

有用な資質 402* 土木に特化したリーダーシップ・コミュニケーション 

「*」は実施前に主催者申請があり、内容や講師について詳しく内容が審査できた場合にのみ該当 
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（６）Ａ分類と形態コード１０１-２ 

ＣＰＤＳでは施工管理技術と直接関係ない計画系やその他技術以外の学習についても、施工管理

技術者としての資質の向上に役立つものであれば対象とします。 

資質の向上に役立つ内容は「表 3」で示します。 

資質の向上に役立つ内容は、講師対面式講習である形態コード 101 と 403、社内研修に限定し

ます。このうちＡ分類「401」のみで構成された社内研修は対象外となります。 

形態コード 101 と社内研修以外の形態コードでは、同内容であっても審査結果が異なることがあ

ります。 

資質の向上に役立つ内容で、かつ講師対面式の講習は「形態コード 101-2」とします。「形態コー

ド 101-2」にはユニット数に上限（6ユニット）を設けます（24ページ 表 5参照）。 

 

表３ Ａ分類コード（形態コード 101-2のみ対象） 
 

大分類 中分類 Ａ分類 小分類・主な内容 

１倫理 倫理 101 倫理規定、技術者倫理、職業倫理、コンプライアンスなど 

3総合技術 周辺技術 310 

【以下は「A分類-大分類 2専門技術」に該当する学習内容が

30分未満含まれる、または全くない講習会等に限る】 

※30分以上の場合は 14ページ 表 2「 情報その他 311」を参照 

事業計画、環境計画、防災計画等の計画系、事業制度、事業効

果、エネルギー、景観（デザイン）、防災対策（ソフト対策、災害メ

カニズム）、まちづくり関係など 

4その他 
技術以外の

有用な資質 
401 

リーダーシップ、コミュニケーション、担い手・働き方改革、 

人材育成、暴力団対策、雇用契約、社会保険未加入問題、 

就業規則に関する研修、健康管理（メンタルヘルス含む）、 

交通安全・防犯講習会、普通救命講習、ＡＥＤ、水防訓練、 

労災（技術以外）など現場の運営や管理（雇用主としてではな

く現場責任者として）等に有用なもの、 

ISO・COHSMS（制度・導入の説明等）、 

土木史、建設系の資格取得に関する内容など 

 

（７）ユニット数の求め方 

① 計算式と受講時間 
学習の記録は、「ユニット」で表し、１ユニットはおおむね講習会１時間に相当します。受講時間が 

３０分未満の場合にはユニット対象となりません。 
 

【ユニット数の計算式】 
（学習プログラムユニット数）＝（講習会の対象受講時間数等）×（時間当たりユニット数等） 

 
上の式でユニット数を算出する際、受講時間数は、講習の開始時刻から終了時刻までの時間から

昼食時間を除いた時間になります。昼食時間が確認できる資料がない場合は、一律で「1 時間」を除

きます。30分以上の休憩、挨拶・表彰・ガイダンス、移動時間なども除きます（移動時のみ累計 30分

以上）。 

なお、鉄道関係の講習のクレペリン検査など、学習と判断しない時間は受講時間数には含まれません。 
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移動時間については、詳細な移動時間がわかる行程表などが必要です。資料が不足している場合

は、審査はできません。 

複数日ある場合で端数が出る場合は、１日ごとに３０分未満切下げ、３０分以上切上げし、整数の

時間に対してユニット数を算定します。 

※１つのプログラムで形態コード 101-1、101-2のユニットが混在する場合は③をご確認ください。 
 
（例 1） 

講習時間 9：00～16：00 昼休憩 40分 ※お昼時間以外に 30分を超える休憩なし 

7：00 - 0：40 ＝ 6：20 → ユニット対象 6時間（30分未満切下げ） 
 
（例 2） 

講習時間 13：00～16：30 ※30分を超える休憩なし 

3：30 - 0：00 ＝ ３：３0 → ユニット対象 4時間（30分以上切上げ） 
 
② 時間当たりユニット数 
時間数を決定後、18～２3ページ 表４の単位当たりユニット数を乗じ、原則として 15ページの【ユ

ニット数の計算式】で算出する。 

表 4 は目安の値で、公平性・専門性などの観点から、全国技士会で個別の判断をする場合や、あ

るいは承認しない場合があります。 
 
（例 3） 

講習時間 12：00～16：30 形態コード 104（1時間 0.5ユニット）※30分を超える休憩なし 

4：30- 0：00 ＝ ４：３0 → ユニット対象 5時間（30分以上切上げ） 

5時間 × 0.5 ＝ 2.5 → 3ユニット（0.5ユニット以上切上げ） 
 
③ 形態コード 101-1、101-2のユニットが混在する場合の計算方法とユニット数 

1 つのプログラムで形態コード 101-1 と１０１-2 のユニットが混在する場合、ユニット数の求め方

が①②と異なります。 
 
（例 4：調整例）     （ ）は調整前のユニット数 

［101-1］ ［101-2］ 合計 ユニット ［101-1］ ［101-2］ 
１：３０ ０：３０ ２：００  → ２ ２ （１）→０ 

１：１５ ０：４５ ２：００  → ２ １ １ 

１：４５ ０：４０ ２：２５  → ２ ２ （１）→０ 

１：１５ ０：２０ １：３５  → ２ （１）→２ ０ 

０：２０ １：１５ １：３５  → ２ （０）→１ １ 
（次ページへ続く） 
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a. 「101-1」「101-2」に関係なく、対象時間のユニット数を計算します。（合計） 

b. 101-1、101-2の仮ユニットを計算します。 

仮ユニットの計算方法 

「101-2」 ＝ 「101-2」対象時間すべて 

「101-1」 ＝ 対象時間 － 「101-2」対象時間 

「101-1」「101-2」ともに分単位で計算後、３０分未満は切下げ、３０分以上を切上げます。 

１時間 × １ユニットで仮ユニットとなります。 

c. 「b」で計算した「101-1」と「101-2」の仮ユニット合計が、aのユニット数と一致していれば、仮

ユニットが確定します。 

「101-1」と「101-2」の仮ユニット合計が、aのユニット数と一致しなければ調整をします。 

 

［確定］「101-1」＋ 「101-2」＝ 対象時間合計（a）のユニット 

［調整］「101-1」＋ 「101-2」≠ 対象時間合計（a）のユニット 

 

「101-1」と「101-2」の仮ユニット合計が多い場合は 101-2を削減して調整します。 

「101-1」と「101-2」の仮ユニット合計が不足している場合は 101-1 に追加して調整しま

す。 

 

④ 時間の四捨五入 
講習時間などで時間に換算して端数がでる場合は、原則１日ごとの講習時間に対して３０分未満

切下げ、３０分以上切上げし、整数の時間に対してユニット数を算定します。 

 

⑤ 取得ユニット数の上限 
特定の学習形態に偏ることを避けるため、年間取得ユニット数に上限がある場合があります。１回

の申請で上限ユニット数を超えて申請をすることはできません（一部形態コードを除く）。上限のある

学習プログラムを２4ページ 表 5に示します。 

なお、年間取得ユニット数に上限がある形態コードがすべて除外、調整されるわけではありません。

学習履歴証明書（有料）発行時に指定した証明期間内で上限を超えた場合に、ユニット数が除外、

調整となります（複数年でも 1年単位で上限を調整し、調整後の数値を合計する）。 

期間（1 年単位）の設定は１～５年間を任意で選択いただけますが、提出先によって期間の指定が

ある場合があります。期間の指定については提出先にご確認ください。 

各人の詳細なユニット数は、システム加入者メニューの「ユニット数確認」（11 ページ 図５）で調

べることができます。 

 

⑥ 講習会のユニットの統一と重複申請の禁止 
公平性の観点から、全国技士会はできるだけ同一内容の講習会に対し、同一ユニット数になるよう

に講習時間を審査・調整し、認定します。 

同じ年度内（4月から翌年 3月）にほぼ同じ学習プログラムの履歴を繰り返し申請した場合は、最

初の学習プログラムの履歴のみを認定します。重複して履歴登録はできません。 

監理技術者講習などの資格更新のための講習は、主催団体が異なっていても同じ学習と判断しま

す。 
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表４ 時間当たりユニット数（＊がついている形態コードは 24ページ 表 5を参照） 

 ※CPDS認定のオンラインセミナーは、形態コード 403ではありません。講習の運用方法によって形態コー

ドが変わります。 

【全ての形態コード共通 必要書類例】 

学習時間に移動時間が含まれる場合、詳細な移動時間がわかる行程表など。移動中に見学先の説

明・解説を行った場合には、説明内容と時間の分かる資料。 

学習プログラム 形態コード 対象者 期限の起算日 ユニット / 単位 

講習会、研修、技術委員会、現場見学会 
101-1 

101-2＊ 
受講者 開催日 1 / 1時間 

講習に付属する試験は、講習時間に含みます。 

講習内容によって 101-1 と 101-2のどちらかになります（14ページ 表 2、15ページ 表 3参照）。 

形態コード 105 と同時に開催される場合は、ユニットが制限、又は、お認めできないことがあります。 

「形態コード 105」をご確認ください。 
 
【必要書類例】 

受講証明書・講習会の内容が分かる案内チラシ等（プログラムを「新規申請」で入力した方）、 

技術委員会の受講証明は出席者の氏名（フルネーム）・技術的な内容が明記された議事録（時間配分の記入は

不要）。 

講習会等の講師（社内研修講師を除く） 102 講師 開催日 2 / 1時間 

同一時間の担当講師が複数名の場合は、該当時間を人数で均等配分した時間のみを対象とします

（CPDS 加入の有無に関わらず、対象時間を講師人数で割った時間）。均等配分した時間でのユニッ

ト数が、受講者のユニット数を下回る場合は、受講者と同じ扱いにします。 

※形態コード 101-2に該当する内容は、講師ではなく「形態コード 101-2」として審査をします。 
【必要書類例】 

講師名（フルネーム）と担当した内容と時間が分かる資料（担当講師名入り時間割等） 

全国技士会の「指定技術講習用テキスト」

で技士会が行う施工管理の講習会 
103＊ 

受講者 

開催日 2 / 1時間 

前回のユニット登録から 4年経過後、 

または初回登録の監理技術者講習 
106＊ 開催日 2 / 1時間 

監理技術者講習修了証は 5年間有効なため、過去 4年以内に既に 106で登録がある場合は 106

での登録はできません。講習会の形態によって形態コードが異なります。 

（例）対面講習 101-1、オンライン 403、映像学習 108いずれもユニット数は 1時間 1ユニットで計算 
  
※監理技術者講習の申請についてまとめた資料をホームページにご用意しています。 
ユーザーログイン画面等から確認できますので、ご確認ください。 

 
【必要書類例】 

受講証明書・講習会の時間割・内容が分かる案内

チラシ等、 

106 のみ受講会場（受講形式）が確認できる資料

（プログラムを「新規申請」で入力した方）。 

監理技術者講習は修了履歴または試験結果通知

書 
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学習プログラム 形態コード 対象者 期限の起算日 ユニット / 単位 

DVD・映画等の視聴覚機器を使用する 

講習（社内研修除く） 
108＊ 受講者 開催日 1 / 1時間 

108はDVD・映画（要集会形式）などで内容が一方向に教授され、視聴覚機器を使用する学習です。た

だし、主催者から CPDS に申請があった講習で、講習内容についての質問を受付け、回答を行う運用（双

方向学習）であれば、形態コード 101 とします。 

サテライト方式等の講習で、101 に該当する講習と同時に行われていると確認できる資料があれば

101 となります。社内研修での映像学習は、社内研修（形態コード 500）となります。 

 
【必要書類例】 

受講証明書・講習会の内容が分かる案内チラシ等（プログラムを「新規申請」で入力した方） 

機械の操作などの技能講習 104 受講者 開催日 0.5 / 1時間 

104 は内容が施工管理技士を主たる対象としない技能講習（全国技士会規定による）で、１時間当

たりのユニット数は半分とします。０．５ユニットは四捨五入で整数化されます。 

科目免除の設定がある講習の場合、個人を特定できる実際に受講した講習時間が分かる資料が必

要です。資格者証などは原則として受講証明書として取り扱いません。 

実技などを主としたドローン講習も形態コード 104になります。 

受講者からのプログラム申請で、安衛法に定められた一部の講習については、CPDS 独自で決めた

時間数でユニットを計算します（下記参照）。独自に決めた時間数については、ホームページに掲載し

ます。 
 
【必要書類例】 

受講証明書・講習会の内容が分かる案内チラシ等（プログラムを「新規申請」で入力した方）、受講申込書 

 
●  安衛法等に関する講習 
個人加入者からのプログラム申請では、開始時間と終了時間が明確に記載されている時

間割等が必要です。 

しかし、法定等で決められた講習の場合、法定時間のみ記載された資料の提出が多く、再

提出に関する作業に時間を多く割いている状況でした。また、試験に関しても途中退出可な

ど、明確な資料がない場合も多くあり、確認作業に時間を要しました。 

事務簡素化のため、法定等で定められた一部の講習会は、CPDS が独自に定めた時間数

でユニットを計算します。 

独自に時間数を定めた講習であれば、時間割の提出は不要とします（受講日、受講会場、

受講証明書、個人名が記載された免除の有無が分かる資料などは必要）。 

CPDSが独自に定めた時間数については、ホームページに掲載をいたします。 
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105 は会場が複数に分かれている・入退場が自由など参加時間の詳細確認ができないなどの理由

から、１時間当たりのユニットを半分とします。０．５ユニットは四捨五入で整数化されます。 

展示を見学するのが主な技術フェア等は１日のユニット数に上限を設けます（最大 2ユニット）。 

複数日開催の場合各日ごとの申請となり、受講証明書も各日ごとに必要です（原則、当日発行に限

る）。 

同日に形態コード 105 のプログラムを複数受講している場合や、形態コード 105 とそれ以外の形態

コードのプログラムを複数受講している場合、ユニット減又は承認しないことがあります。 

 

【形態コード105と参加時間を確認する講習（形態コード101等）の同時開催される講習会について】 

●主催者から CPDS申請があった認定プログラムは、講習会全体の講習時間×1ユニットを上限とし

て、形態コード 105 と参加時間を確認する講習で配分することができます。 

配分数や、配分等については、主催者の意向とします。 

主催者としての申請、運営方法の詳細は 37ページを参照ください。 

 

●主催者から CPDS 申請がない場合は、参加時間を確認する講習（形態コード 101 等）が同時開催

されていても、原則、形態コード 105のみを承認します。参加時間を確認する講習（形態コード 101等）

の受講証明書でも、形態コード 105で承認します。 
 
 
【必要書類例】 

開催日ごとの主催者証明印がある受講証明書・講習会の内容が分かる案内チラシ等（プログラムを「新規申
請」で入力した方） 

 

監理技術者講習の試験 110 成績が 

平均点 

以上の者 

開催日 3 / 1件 

形態コード 101-1分野で登録された 

講習内容に関する試験 
111 開催日 2 / 1件 

 
110、111 ともに試験の成績がその会場での小数点第１位まで計算した結果（四捨五入）、平均点以

上であれば申請できます。講習と試験は別々に申請が必要です（同時に申請はできません）。必ず講

習分を先に申請してください。監理技術者講習の申請についてまとめた資料をホームページにご用意

しています。ユーザーログイン画面等から確認できますので、ご確認ください（18ページ 106参照）。 

111の講習は集会形式で開催され、ＣＰＤＳに４ユニット以上で登録されていることが必須となります。 
 
【必要書類例】  

平均点と平均点以上の試験結果を証明する書類 

 

 

 

 

 

 

学習プログラム 形態コード 対象者 期限の起算日 ユニット / 単位 

参加時間の確認ができない技術フェア・ 

発表会等 
105 受講者 開催日 0.5 / 1時間 
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全国技士会技術論文、技術報告 

201 
主な 

執筆者 
審査日 

10最大 30 

/ 1件 

202 
共同 

執筆者 
審査日 

2最大６ 

/ １件 

技術論文 

（土木学会論文集論文及び博士号受理論文） 

203 
主な 

執筆者 
発行日 

共同執筆者 

なし：30/1件 

1名：24/1件 

2名：18/1件 

204 

共同 

執筆者、 

査読者 

発行日 6 / 1件 

技術論文（201～204以外の論文）、 

図書執筆、社内論文、公開技法等 

205 
主な 

執筆者 
発行日 

共同執筆者 

なし：10/1件 

1名：8/1件 

2名：6/1件 

206 
共同 

執筆者 
発行日 2 / １件 

技術論文等とは、申請者が執筆した論文集・ＨＰなどに掲載された論文で、新規性があり、構成が①は

じめに（工事概要を含む）、②現場における問題点、③対応策･改善点と適用結果、④おわりに（今後の

留意点）等で、図（写真）・表及び文章（1600文字程度以上。工事概要は文字数には含めない）とします。 
 
既に登録してある論文と同等である論文や通常業務に相当する報告については認められません。 

技術論文の学習プログラム名は、論文名と同じにしますが、工事名を論文名の後に記載してください。 

1つの論文に対してユニット登録できる主執筆者は１名、共同執筆者は２名までとします。 

2024 年度からユニット数は執筆者の人数に関わらず、1 論文に対して登録されるユニット合計数を

同じにしました（201、203、205は共同執筆者の申請人数によってユニット数が変わります）。 

原則、論文内に執筆者名が明記されていることが必要です。 

社内論文は、技術論文が論文集としてまとめられ全社で情報共有している必要があります。 

公開技法は公開技法番号と内容の分かる資料を送付してください。 

形態コード 204の査読者は、論文資料に加え、査読依頼文書を送付してください。 

複数名での図書執筆は全員が 206で申請できます。 
 
【必要書類例】 

論文集の表紙（ＣＤ-ＲＯＭなどはジャケットのコピー）、発行日（HP掲載日）が記載されているページ、目次、 

論文全文。203～206の資料は PDF登録のみの受付となります。 

特許登録 
211 

発明者 登録日 30/ 1件 

実用新案登録 考案者 登録日 20/ 1件 

発明者・考案者が複数の場合、均等もしくは貢献度によりユニットを配分します。 
 
【必要書類例】 

特許証・特許公報（Ｂ）、実用新案登録証（特許庁発行）、複数名の場合 合意書（JCM様式） 

資料は PDF登録のみの受付となります。 

学習プログラム 形態コード 対象者 期限の起算日 ユニット / 単位 
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学習プログラム 形態コード 対象者 期限の起算日 ユニット / 単位 

表彰の受賞 301 受賞者 表彰日 10 / 1件 

表彰は、公平性から以下の①もしくは②の表彰に限ります。 

同じ工事による同一人への重複したユニットの加算は行いません。 
 
①全国技士会が行う表彰のうち表彰規程４条の 1、2および５条で技術的な事項による場合 

② ①以外では、原則として国土交通大臣、地方整備局長、北海道開発局長、沖縄総合事務局長、農

林水産省地方農政局長、他省庁で国土交通省の地方整備局長と同等と判断した表彰（判断の可否

は審査が必要です）、知事（知事表彰がない都道府県は土木部長等。ただし、出先機関は除く）が工

事の優秀なこと、もしくは施工技術の開発で、個人・工事を表彰する場合（工事表彰の場合は、工事の

監理技術者・主任技術者を対象とする）。 
 
申請の際は、学習プログラム名称に表彰の賞状名（工事名等）を入れ、表彰状とその工事の監理・主

任技術者が分かる資料を送付してください。表彰対象者は 1 工事に対し１名としますが、ＪＶ等で同じ

工事に複数の表彰がある場合にはユニット配分します。同じ工事による同一人への重複したユニット

の加算は行いません。 
 
【必要書類例】 

表彰状（表彰者が主催と同一であること）・登録内容確認書（工事カルテ）等、複数名の場合：合意書（JCM様

式）。資料は PDF登録のみの受付となります。 

インターネット学習 

（全国技士会Web -CPDS含む） 
403＊ 学習者 学習日 

1 / 1時間 

0.5 / 1時間 

主催者から申請があったプログラムと、それ以外のプログラムで規定が変わります。 

●主催者から申請があったプログラム申請は、規定の運用で実施する必要があります（36ページ参考） 

①形態コード 101-1に該当する内容は、「1時間 1ユニット」で計算します。 

②形態コード 101-2 に該当する内容は、「1 時間 0.5 ユニット」とします（2024 年度までは非承

認）。 

※①②の内容については、別ページを参照ください（参考 14ページ表 2、15ページ 表 3）。 

※CPDS認定オンラインは、インターネット学習（形態コード403）とは別の形態コードになります（23

ページ、33ページ④参考）。 

 

●上記以外のプログラム申請は「1時間 0.5ユニット」とし、一部運用を緩和します。 

①講習ごとの運用確認は行なわず、主催者発行の「受講証明書」で受講確認を行います。 

②形態コード 101-2に該当する内容もユニット対象とします（2024年度までは非承認）。 

 

【Web–CPDＳについて】 

全国技士会が運営するWeb–CPDSは技術検定と同水準であることから上記とは区別します。利用す

るにはＣＰＤＳへの加入後、Web-CPDS に有料で加入する必要があります。Web-CPDS は合格する

と自動でユニット登録されるため申請は不要です。 
 
【必要書類例】 

それぞれの受講証明書、修了証等 
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【CPDS認定のオンラインセミナーについて】 

CPDS で認定しているオンラインセミナー（日時を指定して開催されるオンライン学習）は、

主催者から事前に CPDSに申請があったプログラムのみで、原則、学習履歴申請を受講者に

代わって主催者が行う「代行講習」になります。 

主催者がすべての受講時間に対し、モニター越しに受講を管理する必要があるため、受講

者側のパソコン等にカメラ機能が必要です。受講に必要なパソコン等の環境については、主催

者にご確認ください。 
 

※講習の運営形態や講習内容によって形態コードが決まりますが、インターネット学習（形

態コード 403）にはなりません。 
 
例） 講師生配信で土木施工技術の講義 → 形態コード 101-1 

土木施工技術に関する動画配信（双方向学習ではない） → 形態コード 108 
 

※主催者から申請のないオンラインセミナーは、インターネット学習（形態コード 403）とし

て全国技士会が審査します（22ページ参照）。  

※主催者としてのオンラインセミナー申請は３3ページ 「④オンラインセミナー」を必ず 

ご確認ください。 

社内研修（受講者・講師） 500＊ 受講者 開催日 1 / 1時間 

社内研修の講師は、一般講習の講師とのバランスを考慮して受講者と同一で申請してください。 

1 つの会場に集まって受講する集合形式の講習もオンライン形式の講習（オンラインセミナー）も同じ

扱いとなります。 

社内研修については 38ページ 「４.7社内研修ＩＤ」をご確認ください。 

※2025年度からオンラインセミナーの取り扱いが変更になります。 
 
【必要書類例】 

３８ページ 「４.7 社内研修ＩＤ」を参照。 

 

  

学習プログラム 形態コード 対象者 期限の起算日 ユニット / 単位 
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表 5 年間取得ユニットに上限のある学習プログラム 
 
学習履歴証明書で複数年を指定した場合も、1年ごとに上限調整されます。年間上限については、 

１7ページ ⑤ 取得ユニット数の上限 もご確認ください。 
 

学習プログラム 
形態 

コード 

上限ユ 

ニット 
上限を超えた場合の処理 

適用 

開始 

技術力以外の要素が

主な講習 

（15ページ 表 3） 

 101-2 6 

学習履歴証明書発行時に年間６ユニットを超え

た分に関しては除外されます（他の幅広い形態

とのバランスを考慮）。 

2019 

年度 

指定テキストによる 

技士会主催講習 
103 

12 

２ユニット/１時間については、103 と 106 の合

計が年間上限１２ユニットまでとなります。 

年間１２ユニットを超えた分に関しては、学習履

歴証明書発行時に 1 ユニット/１時間での計算

となり上限はありません。 

2008 

年度 

5年ごとの更新時の 

監理技術者講習 
106 

2011 

年度 

DVD学習、映画等 108 6 

学習履歴証明書発行時に年間６ユニットを超え

た分に関しては除外されます（双方向学習とのバ

ランスを考慮）。 

2015 

年度 

インターネット学習 

（2018 年度以降実施

のWeb-CPDS含む） 

*402 

403 

学習履歴証明書発行時に、インターネット学習以外のユニッ

トすべてを合計した値と同じユニット数まで、インターネット

学習のユニットを反映することができます。 

ただし、インターネット学習以外のユニット数が６ユニット以

下の場合は上限を６ユニットとします。 
 
※「インターネット学習以外のユニットすべてを合計した値」とは、

形態コード 403以外のユニット数の合計です。そのうち、上限調整

があるユニットは調整後のユニット数が合計されます。詳しくは次

ページの計算例をご確認ください。 

2021 

年度 

社内研修 **500 6 

学習履歴証明書発行時に年間６ユニットを超え

た分は除外されます（他の幅広い形態とのバラ

ンスを考慮）。 

2008 

年度 

 

*402は 2017年度以前のインターネット学習（Web–CPDS除く）です。 

**2022年度以前の社内研修はすべて形態コード 500に置き換わっています。 

年間上限に変更はありません。 
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【形態コード 403を含むユニット数の計算例】 
以下のようにユニット登録があり、2024/02/01～2025/1/31の 1年間で学習履歴証明書を 

発行したい。   ※「◇」形態コード 403、「☆」403以外で調整がある形態コード  
 

◇2024/04/05  形態コード 403  6ユニット 

☆2024/05/06 形態コード 106  12ユニット 

◇2024/07/01 形態コード 403   6ユニット 

☆2024/09/22 形態コード 103  4ユニット 

2024/10/01 形態コード 101-1  3ユニット 

◇2024/10/04 形態コード 403  6ユニット 

2024/10/05 形態コード 101-2  1ユニット 

◇2024/10/06 形態コード 403   6ユニット 
 
形態コード 103・106（☆）は年間上限があるので調整する。 

☆2024/05/06 監理技術者講習 形態コード 106 12ユニット 

☆2024/09/22 河川の維持管理 形態コード 103  4ユニット 
 

12ユニット ＋ 4ユニット ＝ 16ユニット 
 

形態コード 106 と 103は 1時間 2ユニットで登録しているが、合計 12ユニットを超えた場合は 

1時間 1ユニットで計算する。 

16ユニットのうち、12ユニットを超えた 4ユニットは、1時間/1ユニットの計算になり、2ユニット 

に調整される。 

よって、形態コード 106・103の合計は「14ユニット」となる。 
 

形態コード 403以外のユニットは「20ユニット」だが一部調整が入り、合計「18ユニット」 

☆2024/05/06 形態コード 106  12ユニット 

☆2024/09/22 形態コード 103  4ユニット 

2024/10/01 形態コード 101-1  3ユニット 

2024/10/05 形態コード 101-2  1ユニット 

 

このユニット数「18ユニット」が形態コード 403の上限となる。 
 
形態コード 403 （◇）の合計は、24ユニットから調整されて「18ユニット」となる。 

◇2024/04/05  WEB学習 形態コード 403  6ユニット 

◇2024/07/01 WEB学習 形態コード 403  6ユニット 

◇2024/10/04 WEB学習 形態コード 403  6ユニット 

◇2024/10/06 WEB学習 形態コード 403  6ユニット 

 

形態コード 403以外のユニット数（18ユニット）と 

形態コード 403のユニット数（１８ユニット）を合計した数が合計ユニット数となる。 

18ユニット ＋ 18ユニット ＝ 36ユニット（合計ユニット数） 
 
学習履歴証明書には「36ユニット」と表示される。  

16→14ユニット 

4ユニット 

14+4＝18ユニット 

24→18ユニット 
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【資格更新等の自己学習について】  
ＣＰＤＳでは図書購読や DVD 学習などの自己学習を認めていません（一部のインターネット

学習を除く）。 

ただし、以下の［条件］を満たした資格更新等に伴う自己学習のみ、会場に集まって受講する

集合形式の講習と同様に審査します。 
 
［条件］ 

講習会としてＣＰＤＳに承認実績があること  
 
［形態コード］ 

「101-1」とします。年間上限なしのユニットとなります。 
 
［ユニット計算］ 

資格付与事業者・主催者が想定している時間の半分とします。 

（例） 

規定講習時間 7時間 → 3.5時間（四捨五入） → 4時間 × 1ユニット 「4ユニットとして承認」 
 
［開催日］ 

実際に学習した日付で申請ください。ただし、審査時に変更することがあります。 
 
［開催都道府県、開催地の入力］ 

「開催都道府県」は資格付与事業者・主催者の本拠地、 

「開催地」は資格付与事業者・主催者の団体名を入力してください。 
 
［注意事項］ 

１. 資格付与事業者・主催者が、学習の確認を行っていない場合は対象外とします。 

（例）学習テキストと受講証明書・資格更新認定証等を同時に郵送している 

２. ＣＰＤＳで技能講習と判断する自己学習は対象外とします。 

※インターネット学習は形態コード 403 として審査します。 

３. 資格を伴う自己学習がインターネットを利用している場合、原則、自己学習（形態コード 

101-1）として審査しますが、資格付与事業者・主催者がＣＰＤＳインターネット学習の認 

定を受けていれば、インターネット学習（形態コード 403）として審査します。 

４. 自己学習と集合講習の両方で 1つの講習であれば、自己学習時間は半分で計算します。 

集合講習時間は通常通り計算します。 

５. 監理技術者講習と一部の国家資格の更新講習は対面講習と同様の審査をします。 

 
 
 
３．８ 推奨ユニット数 

推奨ユニットは年間 20 ユニットです。表６のユニット数を満たしている場合は、学習履歴証明書

（28ページ 図 6）の推奨ユニット欄に「取得」と記載されます。 

※年間は学習履歴証明書発行時に、申請者側で設定する 1年間となります。 

 

表６ 推奨ユニット数 
 

区分            期間 １年間 ２年間 ３年間 ４年間 ５年間 

推奨ユニット ２０ユニット ４０ユニット ６０ユニット ８０ユニット １００ユニット 



27 

３．９ 学習履歴（ユニット登録）証明書の申請 

（１）学習履歴証明書の概要 
・学習履歴証明書は、加入者の過去のユニット数を証明するものです。 

・CPDSで発行可能な学習履歴証明書は 1種類のみです。 

・1申請につき証明書は 1枚（複数名の場合は連名）、明細書は人数分発行します。 

・同一会社の１０名まで一括で申請ができますが、証明書を発行する時点で、申請者の登録会社 

と同じ会社で登録されている人に限ります。 

・社員データＩＤでは、１申請 100名までまとめて申請が可能です（44ページ 「（2）便利な機能 

について」参照）。 
 
（２）学習履歴証明書の内容 
・証明書は申請者が登録している会社名、住所で発行されます。 

・証明が必要な加入者の資格名称、資格番号、承認済みのユニット数が記載されるので、加入者 

の現在の登録内容をよく確認してから申請してください。 

・年間取得上限のあるユニットは、学習履歴証明書発行時点で調整されて記載されます。 

・マイナス分は申請時の確認画面に表示されます。 
※申請手順については基本操作マニュアルを確認ください。 

 
（３）学習履歴証明書申請時の注意 

・発注機関等が、いつ時点から何年間の履歴か（証明日・期間）を指定する場合があります。 

・「学習履歴証明書証明期間」には、証明日の指定と期間（証明日を含んだ日から遡って１，２，３， 

４，５年間）を入力する必要があります。 

・６年以上の証明書は、複数枚の証明書を申請ください。 

・申請日から 10年以上遡った履歴登録を学習履歴証明書に表示することはできません。 

・学習履歴証明書のユニットは実施日で反映されます。 

・申請者の一括送金残高が不足していると申請はできません。残高が不足している場合は、一括 

送金申請を先に行ってください。 
 
（４）学習履歴証明書発行と内容確認方法について 
・申請を受理すると全国技士会印のある証明書と明細書を PDF ファイルにて発行します。 
※PDF ファイルの読取りには Adobe Acrobat ReaderVer. 5.0以上が必要です。 

・ファイルはメールで届きます。 

・証明書を申請したＩＤでログインすれば、メールで受信した PDF ファイルと同じデータをダウン 

ロードできます（ただし発行日から 1 ヶ月限定）。 

・申請の内容確認は全国技士会では行っておりませんので、ご注意ください。 
 
証明書と明細書の書式は、次ページ図 6 学習履歴証明書（例）、図 7 学習履歴明細書（例）をご確

認ください。 

学習履歴証明書申請の削除（取消）は、発行前に限り可能です（ただし、証明書を申請したＩＤ以

外では、削除はできません）。 
 
表７ 学習履歴証明書の発行目標（全国技士会営業日のみ対応） 

 

申請受付日時 発行目標 

通常申請 申請の翌営業日 夕刻 

至急申請 

当日 9:00から 12:00  当日 14:00 

当日 12:00から 16:00  当日 17:00 

当日 16:00から翌営業日 9:00 翌営業日 12:00 
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推奨単位（ユニット数）の欄には、推奨

されるユニット数以上取得した場合「取

得」、未満の場合「－」と記載されます。

推奨ユニット数に不足があっても、指定

期間内で取得したユニット数は証明さ

れます。また、内容確認用に学習履歴明

細書（次ページ図 7）が人数分添付さ

れます 

申請日、発行年月日

は指定できません 

社員データＩＤで

11 名以上の学

習履歴証明書の

申請をする場合、

1 枚目に全ペー

ジの合計人数が

表示され、2枚目

からは合計人数

に『－』と表示さ

れます 

図６ 学習履歴証明書（例） 
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※学習履歴明細書のみ発行することはできません。学習履歴証明書とセットで発行します。 
  

図７ 学習履歴明細書（例） 

計算後の合計取得ユニット数

が表示されます 

上限のある学習プログ

ラムで上限を超えた分

はマイナスされます 
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４.  特定機能の会社 ID 
特定機能の会社ＩＤは講習会実施機関ＩＤ、社内研修ＩＤ、社員データＩＤの 3種類があります。各ＩＤに

よってそれぞれ利用できる機能が異なります。（6ページ 表 1参照） 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
プログラムやユニット等の概要、申請については個人ＩＤと同様です。 

個人加入者（8ページ～個人 ID）についても併せてご確認ください。 

ここでは、個人加入者とは異なる申請等について記載します。 

 

４．１ 新規加入申請 

特定機能ＩＤ加入者のページにある「新規加入」から手続きが行えます。 

インターネットでは推奨のブラウザをご利用ください（Google Chorome Ver.70以上 / Microsoft 

Edge Ver.79以上）。推奨のブラウザ以外では、システムが正常に動作しない可能性があります。 

申請方法はホームページ掲載の基本操作マニュアルをご確認ください（https://www.ejcm.or.jp/）。 
 
◆ 特定機能 ID 基本操作マニュアル 

https://www.ejcm.or.jp/about-cpds/ 
◆ ホームページの「特定機能 ID（加入者）」の位置 

https://www.ejcm.or.jp/legal-entity/ 

 

４．２ ＩＤの有効期限と更新 

講習会実施機関 ID、社内研修ＩＤは発行から３年間有効です。その後は有料での更新（３年間）が

可能です。社員データＩＤは発行から 1 年間無料でご利用いただくことができ、その後は有料での更新

（３年間）が可能です。 

表 8 特定機能ＩＤの手数料 

 種類               新規 更新 

講習会実施機関 ID 
5,720円（税込）/3年間 

社内研修 ID 

社員データ ID 無料/1年間 5,720円（税込）/3年間 
 
有効期限の半年前からＩＤの更新申請（有料）の手続きが行えます。有効期限の翌日より３年間有効

です。 

有効期限切れとなったＩＤは、ログイン後に更新の手続きが行えます。手続きが完了した日から３年間

有効となり、失効していた期間は含まれません。 

ただし、ＩＤの有効期限が切れたまま３年以上放置した場合は更新ができません。再度、利用する場

合は新規加入となり、失効した IDの情報はすべて引き継ぎできません。 

・主催する講習会の学習プログラム・履歴を申請するためのＩＤ → 講習会実施機関ＩＤ 

建設会社等（研究会など）は、原則取得できません。 

・社内研修の学習プログラム・履歴を申請するためのＩＤ → 社内研修ＩＤ 

自社で行う社内研修をＣＰＤＳに申請する際に必要です。 

ＣＰＤＳに履歴申請（ユニット登録）する受講者は、個人ＩＤに加入している必要があります。 

・所属する社員の各申請等を一括管理するためのＩＤ → 社員データＩＤ 

管理する社員は、個人 IDに加入していることが必要です。 

個人 ID と社員データ IDの紐付けが必要です。 

社員データ ID と社内研修ＩＤは同時に取得することも可能です。 
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４．３ ＩＤの登録内容の変更 

申請内容に問題がなければ登録内容の変更が承認されます。ＩＤ担当者の氏名・メールアドレス等は

変更申請後、自動的に承認となります。自動承認以外の変更項目は、全国技士会の確認作業があるた

め、承認（情報更新）まで日数がかかります。 

変更内容によっては認められない場合もあります。 

 

４．４ 抹消と一時停止と一部機能の中止 

虚偽の申請が判明するなど不適切な行為があった場合等には、学習プログラムや履歴の登録の抹

消、ＩＤの一時停止などの措置を講じます。 

ＩＤの一時停止は行為の程度によりＩＤの利用を最長 1年間停止いたします。 

また、講習会実施機関ＩＤで講習の運営方法等に問題が発覚した場合は、学習プログラム申請の一

部機能を停止します。 

 

４．５ 手数料と一括送金システム 

申請の一部は手数料がかかります。手数料が発生する申請は、すべて一括送金システムを利用して

いただきます。一括送金システムとは、インターネットから送金金額等を指定する申請を行い、その後、全

国技士会の指定口座に申請した金額を送金するシステムです。送金された金額は申請したＩＤにチャー

ジされ、その中から手数料がその都度差し引かれます。 

ただし、新規加入申請は一括送金システムを利用いただくことはできません（社員データＩＤからの

個人新規加入申請を除く）。 

一括送金についての詳しい内容は４５～49ページをご確認ください。 

また、手数料がかかる申請では、申請者ＩＤに必要分の残高（ご利用可能金額）がないと申請できな

いもの（学習履歴証明書申請、Web-CPDS の加入・更新）があります。学習履歴申請はユニット登録

時に申請者ＩＤの残高が不足していると保留となります。 

引落（出金）確定分の金額について、インボイス制度に対応した領収書を発行しています。残高への

入金（一括送金申請入金）については、利用目的が確定していないため、領収書は発行できません。 

 

４．６ 講習会実施機関ＩＤ 

ＩＤを取得すると、主催する講習会のプログラム申請ができます（原則、開催前（事前）申請です）。主

催とは、講習会の運営、受講証明書の発行等を行うことを指します。 

建設会社等（研究会など）、個人 ID加入者が所属している団体は、原則、講習会実施機関 ID を取

得することはできません。 

学習プログラム申請の認定時に、手数料がかかります（49ページ II）。 

認定された講習会はすべて広報することができますが、認定されていない講習は広報できません。Ｃ

ＰＤＳにおける広報とは、「ＣＰＤＳ認定」「○ユニット取得」などを文章や映像で頒布・配布することを指

します。広報の表現、手段についてはＣＰＤＳの目的からの逸脱、誤解、受け手に対する不利益等が生じ

ないようにしてください。 

なお、同じ内容を繰り返して行う講習会を広報する場合にも、開催するすべての講習会についてプロ

グラム申請の認定を受ける必要があります。認定されていない講習を広報したことが発覚した場合、該

当の講習を承認しないことがあります。 

認定を受けたプログラム内容に変更がある場合は、速やかに全国技士会に連絡ください。また、認定

を受けたプログラムで早退・遅刻者が生じた場合の対応は、ホームページに掲載しておりますので必ず

ご確認ください。 

建設系ＣＰＤ協議会（6ページ 2.2）ホームページへの掲載は別途入力、手数料が必要です。 
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図９ 講習会実施機関 ID メニューの画面と主な申請・機能について 

参加者名簿は開催日から 1年間保管してください。 
申請受付（資料を FAX で送付した場合は資料の到着日）から審査の着手までは、１～2 営業日を

目標にしています（原則、営業日 16時までの PDF申請受付であれば 1営業日）。別途料金がかかり
ますが、審査を至急で行うことも可能です（49ページ Ⅲ）。 
至急の場合の手数料は審査の結果に関わらず必要です。  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（１）学習プログラムの申請 
学習プログラムの名称は、学習プログラムの申請、資料、受講証明書の間で統一してください。 
必要資料は主催者名、講習日、講習名 、講習の場所（会場）、講習時間(時間割など）、講習内容資

料（各テーマ・式次第など講習会の内容が確認できるもの）が記載された案内チラシなどになります。 
申請時に講習会の申請区分・学習履歴を選択します。選択項目によって運営方法・手数料等が異な

ります。手続き方法は全国技士会ホームページに掲載している基本操作マニュアルをご確認ください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①,②,③ 

③,④,⑤ 

図 10 学習プログラム申請画面と種類 

⑤ 

①,② 

④ 

ここをクリックすると Aのメニューが表

示される。 

申請したプログラム一覧が表示され

る。タイムラインの確認、代行申請、資

料登録、スクリーンショット登録もここ

から。 

受講証明書発行の講習会では、プロ

グラム承認時に講習内容が記載され

た受講証明書のひな型が送信され

る。ひな型を受信できない場合は、ダ

ウンロード+加工して使用できる。 

オンデマンド配信（ライブ配信ではな

い）のコンテンツを CPDS認定WEB

学習に申請する（36ページ ４.6（2）

参照）。 

A 

主催するプログラムの申請をする。 

オンラインセミナー（ライブ配信）もこ

こから。 

② 
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① 受講証明書を発行。受講者が学習履歴申請を行う講習 
最もベーシックな運営方法です。 

実施機関は認定講習会において、講習会終了後に受講者ごとに受講証明書を手渡します。 

受講証明書には必ず受講者名または通し番号及びプログラム番号を印字してください（手書不可）。 

資格者証などは受講証明書として取り扱いません。 
 
② 本人確認を行い、受講証明書を発行。受講者が学習履歴申請を行う講習 

開催日当日、写真付き身分証明書で本人確認します。講習会終了後に受講者ごとに受講者の氏名

及びプログラム番号を印字した受講証明書（手書き、通し番号不可）を手渡します。受講証明書は

CPDS指定のひな型（QRコードあり）を使用して発行する必要があります。 

講習会終了後、１か月以内に参加者名簿（ＣＰＤＳ希望者限定でも可）を提出します。 

案内チラシ等に必ず、「本人確認を行う講習である」と分かるよう、記載してください。 

学習プログラムの申請手数料は①と比べて約半額になります。 
 
③ 講習会実施機関の代行申請による講習 
代行申請とは、実施機関が受講生に代わって、学習履歴（ユニット登録）申請を行うことです。 

実施機関はあらかじめ受講者のＣＰＤＳ登録番号を確認して、講習会終了後２営業日以内にＣＰＤＳ

希望受講者全員の学習履歴申請をする必要があります。 

代行申請はすべてシステムにログインして行います。代行申請後、全国技士会にて承認作業が完了

すると、受講者のユニット登録が完了します（1～3営業日以内）。 

受講日から 1 年以内は受講者が希望すれば、追加で学習履歴を代行申請する必要があります。申

請期間内（受講日から 1年以内）なら何度でも追加の学習履歴（ユニット登録）申請を行えます。申請

方法については、基本操作マニュアルをご確認ください。 

受講者からの履歴申請ができないため、ＣＰＤＳ向けの受講証明書の発行はできません（他団体のＣ

ＰＤ等に提出するために受講証明書を発行することは問題ありません）。 

案内チラシ等に必ず、「学習履歴を代行する講習」と分かるよう、記載してください。 

学習プログラムの申請手数料は①と比べて約半額になります。 

 

④ オンラインセミナー 

会議アプリ等を利用したインターネット学習の場合、以下の規定を満たしていれば 1つの会場に集ま

って受講する集合形式の学習プログラムと同等に審査します。 
 

1) 日時が指定されていること 

2） すべての受講時間に対し、モニター越しに受講者を管理（受講確認）すること 

（受講者側にカメラ等が必要） 

3） 音声、チャットで質疑応答が可能なこと 
 

※インターネット学習（形態コード 403）にはなりません。 

※社内研修に講師を派遣するオンラインセミナーは 35ページ 「⑤ 講師派遣による社内研修」になり

ます。 

※受講者は常時カメラ ONで受講し、主催者は常時モニター等で受講確認をする必要があります。 

※オンラインセミナーとしての運用が難しい場合、各受講者の接続確認をしていれば「形態コード

403（年間上限があるユニット）」として、①～③の申請ができます。 
 
ＣＰＤＳ認定オンラインセミナーは、原則、主催者が学習履歴申請を代行して行う講習のみとします。ま

た、講習の形態や講習内容によって形態コードが異なります。 
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（例）講師の生配信で土木施工技術の学習 → 形態コード 101-1 

土木施工技術に関する動画を配信（質疑応答等がない一方方向の学習） → 形態コード 108 
 
なお、学習プログラムの申請手数料は①と同じ金額です。 

複数日で構成されている講習会であっても、1 日ごとに学習プログラム申請と手数料が必要です。

（ただし、３日以上の構成の場合、手数料を割引します。49ページⅡ参照） 

 

【受講生側の機材】 

a. １ユニットで認定の講習    スマートフォンでの参加も可 

b. ２ユニット以上で認定の講習  1人 1台のＰＣで受講 
※1台のＰＣで 2名の受講：2ユニットまでなら可（モニターによる受講確認であることを考慮） 

※10 インチ以上のタブレット：1人 1台ならユニット数に関係なく可 

※受講者側のパソコンは、カメラ機能必須です。 
 
【モニター管理】 

10名未満の場合：講師が管理を兼任可、10名以上の場合：専属の管理者を配置 
 
【受講証明（エビデンス）：モニター管理画面のスクリーンショットについて】 

講習開催後に、受講のエビデンスとして、全員分の顔が確認できるスクリーンショットを登録し、

PDFにして提出する必要があります。（全員とはＣＰＤＳを希望する受講者で、希望しない方は不要） 

スクリーンショットは以下の間隔で登録します。 

1～2ユニットの講習⇒講習の半ば 

3ユニット以上の講習⇒講習開始時間の前後 20分、半ば、終了時間の前後 20分の画面 
※日時が表示されるように設定（Windowsであればタスクバーに日時を表示）して、スクリー 

ンショットの保存日時が分かるようにしてください。 
 
 
 
 
注 1：スクリーンショットを保存する時以外も受講者はカメラをＯＮにしておく 

注 2：受講中は終始、受講の様子をモニターで確認することが必要 

注 3：スクリーンショットがそろっていない受講者は代行申請をしない 
【スクリーンショット 接続 IDなどの画面表示について】 

接続 IDは氏名（フルネーム）を設定いただきますようお願いします。 

氏名の表示が難しい場合は、番号などで管理し、その番号などの個人名が分かるような資料を

別に作成し、スクリーンショットと同時にご提出ください。 

（資料例）  画面表示「ID 001」  土木一郎 、 画面表示「ID 002」  施工次郎 
 
【トラブル対応】 

途中でオンラインセミナーが切断された場合に備え、当日トラブル対応のできる担当者が必要 

です（講師が兼ねるのは不可）。 

※遅刻・早退、接続不備があった場合は、CPDS規定（ホームページ参照）に照らし合わせ、全受講対象外の受

講者は代行申請をしないでください。また、部分受講として対応をする受講者については、スクリーンショットな

どの資料に、部分受講者とわかるように表記ください。 

※スクリーンショットが、そろっていない受講者は、履歴申請を代行しないでください。 

※履歴申請をしない受講者が含まれている場合は、斜線を引くなどして、対象者を判別できるようにしてくださ

い。 

  

（例）タスクバー 
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⑤ 講師派遣による社内研修 
社内研修に講師を派遣するプログラムを申請（オンラインも含む）する場合は、講習会実施機関ＩＤ

からの申請となります。社内研修ＩＤを別途取得する必要はありません。開催前（事前）にプログラム

の認定を受け、開催後には受講者の学習履歴を代行申請する必要があります。 

また、信頼性保持のため、講習の様子は撮影日時が記録できる（EXIF）カメラ等で記録し、社内

研修の開始時間の前後 20分、半ば、終了時間の前後 20分にそれぞれ撮影してください。研修後の学

習履歴申請時に写真データ（JPEG）の添付が必要です。 
※社内研修に講師を派遣するオンラインセミナーは、社内研修の開始時間の前後 20 分、半ば、終了時間の前後

20 分のスクリーンショットを写真（JPEG）として添付してください。また、複数のモニターで受講者を管理している

場合は、1画面だけ写真として添付し、他は PDFで資料として添付してください。 

 

 

【受講者のユニット登録（履歴）の申請について】 

●受講証明書を発行する①、②の講習は受講者がＣＰＤＳに学習履歴を申請します。 

受講者からの履歴申請は、ＣＰＤＳ認定講習を優先して審査（以下、優先審査）します。 

優先審査はＣＰＤＳ認定講習のメリットです。 

優先審査の対象は、受講者が申請をする際に「プログラム番号を選択し、資料を PDF 登録し

た申請」に限ります。 

受講者には、受講証明書に記載されたプログラム番号で申請すれば、優先審査の対象になる

ことをお知らせください（受講証明書にプログラム番号を記載ください）。全国技士会が発行する

受講証明書のひな型（QR コードあり）を利用いただくと、優先審査の中でも更に早く審査します

（受講者が送信する添付資料によっては対応できないことがあります）。可能であれば、受講証明

書のひな型（QRコードあり）をご利用ください（②はひな型での発行必須）。 

 

なお、優先審査は通常審査より半分程度の待ち時間を目標としています。至急審査と違い、す

ぐに審査はされません。 

 

代行申請の③、④、⑤の講習は、主催者の代行申請後、全国技士会にて承認作業が完了する 

と、受講者のユニット登録が完了します（1～3営業日以内）。至急対応はありません。 

履歴申請をする際に警告が表示された場合は、必ずエラーの原因を明らかにしてから申請する

ようにしてください。 

オンラインセミナーは、スクリーンショットの確認に時間がかかる（登録後 2～6 週間程度）ため

に、先にユニットを承認（ユニット登録）します。スクリーンショットに問題があった場合は承認を取

消します（ユニット登録を削除します）。 
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（２）インターネット学習（オンデマンド配信）プログラムの申請 

形態コード 403のインターネット学習を実施する場合に、プログラムの申請ができます。認定後も、年

度ごとに更新申請・手数料が必要です。 

定められた条件でインターネット学習の運営を行っていただきます。 
 
定められた条件とは、 

①全国技士会へのＩＤ貸与、 

②試験は合否判定を行い、合格した方にのみ受講証明書を発行、 

③新規、更新申請の際に全試験問題と解答等を資料として提出、 

④受講者のログを受講日から 1年間保存する    等です。 
 
インターネット学習プログラムの申請については、全国技士会ホームページをご確認ください。 

 
申請希望の方は、事前に CPDS のホームページからお問い合わせフォームでご相談いただくことを

推奨します。 
 
認定されたインターネット学習は、受講者が行う学習履歴申請時にリスト表示され、選択方式で申請

ができます。選択方式で申請すると、審査の待ち時間が通常より短くなる「優先審査」になります。受講

者には、このメリットをぜひお知らせください。 

 

● 優先審査（受講者の申請画面） 
 
① 検索モードで「ＣＰＤＳ認定Ｗｅｂ学習」を選択する。 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

② 「実施機関」のリストから選択、またはコース名（部分検索可）で検索。 

③ 画面の手順に沿って行い、受講証明書（PDF）を登録して申請を完了させる。 

優先審査は通常審査より半分程度の待ち時間を目標としています。至急とは異なります。 
 
詳しい操作方法は、個人 IDの基本操作マニュアルをご確認ください。 
※個人 ID「基本操作マニュアル」  
https://www.ejcm.or.jp/wp-content/themes/lightning_child_JCM/jcm/pdf/manual_individual.pdf 
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【参加時間が確認できない講習と参加時間を確認する講習の同時開催について】 

2026 年度からフェアや会場が複数ある論文発表会などの参加時間が確認できない講習（以下、形

態コード 105）と、参加時間を確認する講習（以下、形態コード 101 等）を同時開催する場合の規定が

変更になりました。 

主催者から CPDS 申請があった認定プログラムは、講習会全体の講習時間×1 ユニットを上限とし

て、「形態コード 105」と「形態コード 101等」で配分することができます。 

※受講者からのプログラム申請の場合、形態コード 105 と形態コード 101 等の同時開催の場合、形態コード

105のみ審査をします（20ページ参照）。 

主催者からのプログラム申請で、ユニットを配分する場合、形態コード 101 等の講習会を優先してユ

ニット配分をします。 

形態コード 105 のユニットについては、全体のユニット対象時間から、昼休みと形態コード 101 等の

全時間を差し引きます（昼休み、講習と講習の間が 30分未満の場合は、形態コード 105には該当しません）。 

残った時間×「0.5ユニット」を形態コード105のユニットとします。残った時間が30分未満の場合は、

形態コード 105はお認めできません。 
既定の運用が難しい場合は、形態コード 105 と形態コード 101等の両方をお認めすることはでき

ません。「形態コード 105のみお認め（形態コード 101等はユニット対象外）」又は「形態コード 101等の

みお認め（形態コード 105はユニット対象外）」のどちらか一方を選択してご申請ください。 

 

【形態コード 105の計算例】 

開催時間 10:00-17:00 ※形態コード 105に該当する講習時間  全体時間 7時間  

形態コード 101等で申請するプログラム（①～⑬を申請した場合） 

A会場 B会場 C会場 

①11：00-12：00 101-1 ⑤11：10-11：40 101-1 ⑩11：15-11：45 101-1 

②13：00-13：50 101-1 ⑥12：30-13：15 101-1 ⑪12：30-13：15 101-1 

③14：30-15：25 101-1 ⑦13：30-14：00 101-1 ⑫13：40-14：25 101-1 

④15：45-16：45 101-2 ⑧14：30-15：35 101-1 ⑬14：50-15：35 101-1 

  ⑨16：00-16：45 101-2   

ⅰ.全ての会場の「最も早い」開催時間と「最も遅い」開催時間から該当時間を確認する。 

最初は「A会場」の 11：00   終わりは「A・B会場」の 16：45   5時間 45分 

ⅱ.11：00-16：45の中で、全ての会場で講習をしていない 30分以上の空白の時間を確認する。 

（30分以上の時間は形態コード 105の学習が可能と考える）。 

ここでは、最長の A会場を基準で考える。30分以上は「12：00-13：00」「13：50-14：30」になる。 

12：00-13：00→B・C会場と「12：30-13：15」が一部重なるので、「12：00-12：30 30分」のみ

が対象となる。 

13：50-14：30→C会場「13：40-14：25」と一部重なる。重ならない 5分が対象だが 30分未満。 

ⅲ.お昼時間を確認する。 

お昼時間が会場によって異なる場合、最長のお昼時間で計算 

（お昼時間の設定がない、または 30分未満の場合は一律 1時間除く） 

A会場のお昼時間が最長なので、「12：00-13：00 1時間」をお昼とする。 

ⅳ.【形態コード 105】計算する。 

全時間 7時間 － ⅰ5時間 45分 +ⅱ30分 －ⅲ1時間 ＝ 45分 →（四捨五入） 1時間 

1時間×0.5ユニット＝ 1ユニット（四捨五入） 
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４．７ 社内研修ＩＤ 

（１）社内研修とは 

ＣＰＤＳでは原則、以下の①～③のうち、1つでも該当した場合は社内研修とします。 

①受講者を一般に募らずに実施した講習 

②主催者が建設会社等（研究会など）である講習 

③会場が建設会社等である講習 
 
（２）社内研修の申請要件 

社内研修のプログラム・学習履歴（ユニット登録）申請ができるのは、社内研修ＩＤを取得した主催者

に限ります。ただし、主催会社が社内研修を申請しない場合、受講者が所属する会社の社内研修ＩＤで

の申請を認めます。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

社内研修ＩＤでプログラムが認定された研修であれば、個人ＩＤからの履歴申請も可能です。ただし、

資料として、社内研修 IDからのプログラム申請時に添付した参加者名簿が必要です。 
 
申請は原則、講習会開催後に学習プログラムと学習履歴申請を同時に行います。 

開催前には「参加者名簿（指定ひな型あり）」を準備し、当日受講者本人がサインをしてください。ま

た、信頼性保持のため受講の様子を開始直後、半ば、終了間近（40 ページ③参照）に、撮影日時の記
録（EXIF）ができるカメラ等で撮影してください。複数日開催の場合、参加者名簿、写真は各日ごとに

必要です。 

申請時にはＡ４用紙１枚程度にまとめた研修実施資料、全国技士会指定の参加者名簿、撮影した写

真（JPEG）を送付してください。 

社内研修は一般講習（社外）との幅広い情報とのバランスを考え、１年で６ユニットを上限とします

（２4ページ 表５）。 

社内研修のプログラム申請は、施工管理等に関する技術力及び資質の向上に資する研修に限定し

ます。また、A分類の「401」（次ページ表 9参照）に該当する内容のみで構成される講習で、一般的と

取れる内容であれば、施工技術外として、ユニット対象外となります。打合せや業務報告などは、通常業

務と判断し、対象外となります。 

 

申請受付から審査着手まで、申請状況により 1～2 ヶ月程度かかります。別途費用がかかりますが、

審査を至急で行うことも可能です（４９ページ Ⅲ）。 

至急申請の手数料は審査の結果に関わらず必要となります。 
  

図 1１ 社内研修 ID メニューの画面と主な申請・機能について 

自社の社内研修を申請する。 

ここをクリックすると Aのメニューが表示される。 

開催当日に使用する参加者名簿のひな型をダウン

ロードできる（Excelデータ）。 

A
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（３）社内研修の学習内容とＡ分類 

社内研修の分類は以下のとおりです。 

 

表 9 Ａ分類コード（社内研修） 
 

大分類 中分類 Ａ分類 小分類・主な内容 

１倫理 倫理 102 土木に特化した技術者倫理・コンプライアンスなど 

2専門技術 

施工管理 

201 建設業・施工管理に関する法令・基準など 

202 工程、品質、安全、原価、環境等の施工管理、施工計画など 

211 施工管理に関する最近の技術開発、その他の施工管理 

専門 1 
 
利用度の高

い専門工学

と基礎工学 

221 土工 

222 コンクリート工 

223 基礎工 

224 鋼構造物 

225 
基礎工学（構造力学、材料力学、水理学、土質、地質、測量など

利用度の高い科目） 

専門 2 230 

施工管理・専門 1・3に分類出来ない技術分野、河川・海岸・道

路・港湾・鉄道等の施設及び維持管理、防災対策（ソフト対策

は除く）、環境対策（施工管理技術と関係するもの）など 

専門 3 250 建築関係の構造などの技術分野（低層住宅等を除く） 

技能 240 建設機械などの運転技能、装置の操作など 

3総合技術 

周辺技術 310 

都市計画、各社会資本の整備計画、事業計画、環境計画、防災

計画等の計画系、事業制度、事業効果、エネルギー、景観（デ

ザイン）、防災対策（ソフト対策、災害メカニズム）、まちづくり関

係など 

情報その他 311 
電子納品、ＣＡＤ、ＣＡＬＳ、ＣＩＭ、ＣＭ、ＶＥ、情報化施工、建設業

に特化した働き方改革など 

4その他 

技術以外

の 有 用 な

資質 

401* 

リーダーシップ、コミュニケーション、担い手・働き方改革、人材

育成、暴力団対策、雇用契約、社会保険未加入問題、就業規則

に関する研修、健康管理（メンタルヘルス含む）、交通安全・防

犯講習会、普通救命講習、ＡＥＤ、水防訓練、労災（技術以外）

など現場の運営や管理（雇用主としてではなく現場責任者とし

て）等に有用なもの、ISO・COHSMS（制度・導入等の説明な

ど）、土木史、建設系の資格取得に関する内容など 

402 土木に特化したリーダーシップ・コミュニケーション 

※社内研修では、A 分類「401」に該当する内容のみで構成されている、一般的と取れる内容の場合、ユニット対

象外となります。 

※Ａ分類「小分類・主な内容」に記載がある内容でも、承認されない場合があります。 
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（４）社内研修に関する注意事項 

● 1つの社内研修を複数に分けて申請する場合 

1 つの社内研修を複数に分けて申請する場合は、最初の申請時に今後申請する予定の受講者分の

写真（接続一覧）と参加者名簿も提出してください。 

最初の申請時に署名がある参加者名簿、写真（オンラインは氏名印字の参加者名簿、接続一覧）の

提出がない受講者は、その後に申請しても承認されません。ＣＰＤＳ加入前の受講者であっても、例外は

認められませんのでご注意ください。 
※ＣＰＤＳ加入前の受講者は、参加者名簿のＣＰＤＳ登録番号を空欄で作成してください。 

（受講者本人のサインは必須） 

また、他社からの参加者がいる場合も、初回の申請時に署名がある参加者名簿、写真（オンラインは

氏名印字の参加者名簿、接続一覧）を提出いただく必要があります。 

承認された社内研修に追加で申請する場合は、原則として、個人ＩＤ、または社内研修ＩＤでプログラ

ム番号を検索して申請してください。 
 
● 社内研修を実施する前のチェック項目 

① 参加者名簿を作成しましたか？ 
ホームページ、ログイン後の加入者メニュー（38 ページ 図 1１）に参加者名簿のひな形がありま

す。ダウンロードして、必要事項を記入してください。 

（HOME>特定機能 ID加入者 「申請に必要なひな形」社内研修 ID 社内研修名簿） 

社内研修当日に行った参加者のサイン、責任者の記名押印が必須です。社内研修が複数日の場

合、各日ごとに参加者名簿を作成し、参加者サイン、責任者の記名押印が必要です（1 部の参加者

名簿に各日ごとの署名欄を作成し、当日ごとにサインをする様式でも可）。 
 
② 撮影準備はしましたか？ 
デジタルカメラで撮影される場合は、必ず日時が記録されるよう EXIF設定をしてください。 

スマートフォンで撮影される場合は、EXIF に対応している機種が必要です。EXIF の記録がないと

ユニット認定されないことがあります。写真は（JPEG）で保存できる設定をしてください。 
※EXIF情報＝デジタルカメラの画像データの中に埋め込まれるデータフォーマット 

※カメラ・スマートフォンの設定についてのお問い合わせは、ご遠慮ください。 
 
③ 撮影時間をあらかじめ決めておきましょう。 
社内研修の開始時間の前後 20分、半ば、終了時間の前後 20分に、全員がそろった状態で撮影

を行ってください。撮影時間によってはユニット数が減ったり、認定されない場合もあります。 
 
 

● 社内研修をオンラインセミナーで行う場合の注意点 
一般講習（社内研修ではない）でのオンラインセミナーとは、運用法方法が異なります。 
 
会議アプリ等を利用したインターネット社内研修の場合、以下の規定を満たしていれば集合形式の

社内研修と同等に審査します。ただし、集合形式とは異なり、複数日で構成されている講習会は 1 日ご
との申請となります。 

 
1） 日時が指定されていること 
2） すべての受講時間に対し、接続一覧などで受講者管理をすること 
3） 音声、チャットで質疑応答が可能なこと 
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【受講生側の機材】 
a. １ユニットで認定の講習    スマートフォンでの参加も可 
b. ２ユニット以上で認定の講習  1人 1台のＰＣで受講 
※1台のＰＣで 2名の受講：2ユニットまでなら可 

※10 インチ以上のタブレット：1人 1台ならユニット数に関係なく可 

【トラブル対応】 
途中でオンラインセミナーが切断された場合に備え、当日トラブル対応のできる担当者が必要です
（講師が兼ねるのは不可）。 
※30 分以上の切断が生じた受講者がいた場合、全受講よりもユニット数が減になる場合は、全受講者とは別に、接

続している時間のみで申請をしてください。 

（参加名簿は全受講者と同じデータで作成いただき、接続不良があったことがわかるように表記ください） 

【受講のエビデンス：接続確認資料について】 
受講のエビデンスとして、CPDS 希望者全員分の接続していたことがわかる資料（以下、接続確認
資料）を写真（JPEG）として提出いただきます。 
会議アプリ等の機能で、受講者全員のログイン時間がわかる画面がある場合（図 12 参照）は、

その画面をスクリーンショット登録（JPEG）してください。スクリーンショットデータが「写真」資料とな
ります。 
※アプリ機能で出力した CSVや Excel、スプレッドシートなど加工が可能な資料ではお認めできません。 

※「講習途中で接続が切れて、再ログインした」など、一人分の接続表示が複数に分かれている場合、資料内で

同一人物とわかるよう表記してください。接続がわからない場合、お認めしない、または、資料作成のやり直しを

お願いすることがあります。 

1 画面（1 データ）でログインしている【全受講者の全受講時間】がわかる場合、申請時「研修写真
登録」では同じデータを「開始直後」「半ば」「終了間近」の 3か所に登録ください。 

 

受講者全員のログイン時間がわかる画面がない場合は、接続していることが分かる画面のスクリ
ーンショット（例：接続一覧など）が「写真」資料となります。画面に日時が表示されるように設定
（Windows であればタスクバーに日時を表示）して、スクリーンショットの保存日時が分かるように
してください。社内研修開始時間の前後 20分、半ば、終了時間の前後 20分にスクリーンショットを
登録ください。 
※可能であれば、スクリーンショットの並びと履歴申請者の順番を合わせてください。 

※スクリーンショットが揃っていない受講者は、履歴申請をしないでください。 

土木 太郎 9：00 16：00 420 

施工 次郎 8：55 16：05 430 

学習 三郎 8：56 16：00 424 

千代田 四郎 8：55 16：06 431 

不要な情報は塗りつぶし可 

CPDS不要な方 

図 12 アプリの接続時間がわかる画面例 
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接続確認資料の注意 

１）ユニット申請する人としない人が混在している場合、申請する人のみ赤い枠で囲む。（または、

申請しない人を斜線や塗りつぶしで除く） 

2）ユニット申請数と、赤い囲みの数を一致させる。 

3）接続時間がわかる資料は、全員同じ資料で統一させる。（例 図 12 と図 13の混合資料は NG） 

上記１）～3）ができていない場合、原則、審査をお断りいたします。  

【申請入力の注意】 

プログラム名称：プログラム名の最初に「【オンライン】」と追記してください。 

開 催 場 所：必須項目となり、入力内容は任意です（配信場所や団体名を入力しても OK） 

【申請資料】 

研修実施資料：開催日時、場所、カリキュラム等 

参加者名簿：受講者サインは不要。責任者押印は必須。欠席者は除く 

写 真：「接続確認資料」JPEG形式データ（41ページ参照）をアップロードする。写真とし 

て登録できなかったデータに関しては、資料として「PDF形式データ」で登録する。 

 

● 集合形式とオンラインセミナーの同時開催について 

1 つの社内研修を集合形式とオンラインセミナーで、同時開催する場合は、それぞれ別々に申請が必

要です。集合形式とオンラインセミナーでは、それぞれ資料（写真・接続一覧、参加者名簿の記載内容

など）が異なりますのでご注意ください。 

 

● 遅刻、早退について（集合形式・オンラインセミナー共通） 

遅刻、早退は、全時間受講者とは別申請となります。参加者名簿の氏名の横に受講時間を、分かりや

すく記載してください。また、講師として出席し、担当講義のみ出席している場合なども、同様に担当講

義時間帯のみで申請してください。 

オンラインセミナーで「接続確認資料」をスクリーンショット画面とする場合、遅刻者は参加した直後、

早退者は早退する直前のスクリーンショットを保存してください。  

画面に日時が表示されるように保存をする 
図 13 アプリの接続時間がわかる画面例 
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図 14 社員データ ID メニューの画面と主な申請・機能 

４．８ 社員データＩＤ 

（１）社員データＩＤの概要 
社員データＩＤを取得すると様々な申請や確認が行えます（４４ページ（2）便利な機能について 参

照）。ただし、個人ＩＤを社員データＩＤに紐付けている社員に限ります。別会社で登録された個人ＩＤは紐
付けしないでください。紐付けに関しては、基本操作マニュアルをご確認ください。社員データＩＤで申請
した際の手数料は、すべて社員データＩＤの一括送金残高から引き落とされるため、残高の管理が便利
になります。 
学習プログラム・履歴申請、学習履歴証明書申請については、個人ＩＤと同じ扱いとなります。詳しくは

「3.個人 ID（8ページ～）」をご確認ください。 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

A 

ここをクリックすると Aのメニューが表示される。 

ここから取得済の個人 ID を社員データ ID に

紐付ける申請を行う。申請後、対象の個人 IDで

紐付けを承認する作業が必要。 

※CPDS事務局では作業をしません。 

ここから社員データ IDに紐付ける個人 IDの新

規加入申請が可能。登録後、社員データ ID と

自動で紐付けされる。手数料は社員データ ID

の一括送金残高からのみ引き落としになる。

CSV申請も可能。 

４４ページ参照 

「様式 1」の雛形がダウンロードできる（3ペー

ジ参照）。 

学習履歴証明書の申請。 

紐付けされた社員が対象。1 申請最大 100 名

まで（44ページ ● 学習履歴証明書の申請参照）。 

44ページ「● 一括送金の代理引落」を参照 
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図 16 社員データ ID メニュー（例） 

（２）便利な機能について 

● 個人ＩＤ新規加入 

個別、または複数人分（ＣＳＶ）を申請できます。手数料は社員データＩＤの一括送金残高から引き

落とされます。社員データＩＤからの申請であれば、自動で社員データＩＤと紐付けられます。 
 
● 社員一覧 

紐付けしている社員の登録内容変更申請、学習履歴申請、学習履歴証明書の申請、Web-CPDS

申請、技術者データ（QRコード）がダウンロードできます。（図１5の➡から） 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

● 学習履歴証明書の申請 

1申請でまとめて 100名まで申請が可能です。手数料は 10名ごとに計算をします。 
 
● 一括送金の代理引落 

主催者が受講者に代わって学習履歴申請をする「代行申請」で、紐付けしている社員の ID 残高

が不足している案件が代理引落（自動申請）一覧に表示されます。一覧から手数料の支払い手続き

ができます。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
  

図 15 社員データ ID 社員一覧の画面（例） 

取得期間を指定して個人ＩＤの学習履歴を

CSV出力できます。 

個人ＩＤの情報を CSV

出力できます。 
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５．費用 
５．１ 申請費用 

（１）申請手数料の活用先 

ＣＰＤＳ申請の一部は手数料がかかります。費用の多くは、システム構築費と審査・登録のための人

件費に充てられています。 
 
（２）申請費用を支払う際の注意点 

新規加入申請（社員データ ID除く）以外の手数料が必要な申請には、一括送金システム（9ページ 

「３.6 手数料と一括送金システム」、３1 ページ 「４.5 手数料と一括送金システム」参照）の利用が必

要です。 
 
送金後は、事務処理上、原則として返金いたしませんのでご注意ください。 

※送金の控えは、一括送金認定通知のメールが届くまで大切に保管をお願いします。 
 
申請に関する手続き方法は全国技士会ホームページに掲載している「基本操作マニュアル」をご確

認ください。 

 

 

 

 

 

送金の際に発行される送金票の控え等の情報（全国技士会の送金先口座、送金日、送金金額、送

金名義人など）から、入金確認を行います。送金票の控え等を全国技士会にご提出ください。 

提出後も一括送金認定通知のメールが届くまで送金票の控え等は必ずお手元に保管ください。 

 

（３）領収書について 

引落確定分の金額について、インボイス制度に対応した領収書を発行しています。領収書は、「一括

送金残高照会」画面の「出金」に対して発行いたします。残高への入金（一括送金申請入金）について

は、利用目的が確定していないため、領収書は発行できません。 

また、請求書は原則、発行いたしませんが、受付メールをお送りいたします。 

 

領収書は引落（出金）確定日の翌日からシステムより、ダウンロードが可能です。ダウンロード期間は、

発行日から 1年以内となります。ダウンロード期間後の再発行などは対応できません。 

ダウンロード方法は 2種類あります。 
 
① URLからダウンロード 
登録のメールアドレス宛に領収書がダウンロードできる URL が届きます（確定日翌日までに送信）。

メールが届かない場合は②で対応ください。 
 
② システムよりダウンロード 
（ホームページからの CPDS加入 CSV申請を除く） 

引き落としとなった ID で CPDS システムにログイン後、「一括送金残高照会」画面から、領収書の

ダウンロードが可能です。 
  

個人ＩＤに関する申請で、インターネット申請が難しい方は有料にて入力代行をいたします。

48ページに手数料を記載しています。 

ご希望があれば、ホームページのお問い合わせフォームよりご連絡ください。 
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５．２ 一括送金システムと料金払込先 

（１）一括送金システムによる支払い 

一括送金システムとは、インターネットから送金金額等を指定する申請を行い、その後、全国技士会

の指定口座に申請した金額を送金するシステムです。 

送金された金額は申請したＩＤにチャージされ、手数料が発生するごとに、その都度差し引かれます。

新たに銀行口座を開設する必要はありません。 

 

● 一括送金のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
手数料が発生する申請は、すべて一括送金システムをご利用いただきます。ただし、新規加入申請は

一括送金システムを利用いただくことはできません（社員データＩＤからの個人ＩＤ新規加入除く）。 

また、手数料は各申請を申請したＩＤ（申請時にログインしたＩＤ）から引き落とされます。残高が少な

くなれば、任意の額の追加入金ができます。 

ただし、残金が発生した場合でも原則として返金や、他ＩＤへの残高移動はいたしません。 
 
講習会実施機関が受講者の学習履歴（ユニット登録）を代行して申請する際の登録手数料は、受講

者の残高が不足の場合、手続きを行えば、本人以外の個人ＩＤ、社員データＩＤから引き落とすことがで

きます（一括送金の代理引落申請）。 

操作方法については基本操作マニュアルをご確認ください。 

 

（２）送金先 

下記の口座にご送金ください。申請後の受付通知（メール）でもご案内しています。 

番号入力の場合、口座名が「ゼンコクドボクセコウカンリギシカイレンゴウカイ」と表示される場合も

あります。送金手数料は申請者負担になります。 
 
① 郵便振替 口座名称 ： ＪＣＭ（ジェイシーエム） 

番号 ： ００１５０－３－６５７７  

※他金融機関からの振替で送金する場合 

〇一九（ゼロイチキュウ）店 （０１９） 当座０００６５７７ 
 
② りそな銀行 口座名称 ：「一般社団法人 全国土木施工管理技士会連合会」 

支店：市ヶ谷支店 

科目：普通 

番号：１６６８９７５  

ＣＰＤＳ 

①送金金額を事前申請 
 
口座情報などが記載さ

れた受付通知メールが

届く。 

〇〇銀行 

②銀行などから送金 
 
送金情報の記載があ

る送金の控えを保管。 

③送金票の控えを
全国技士会に送付 
 
全国技士会で入金

を確認。 

④システム内にチャージ 
 
①で申請したＩＤにチャ

ージされる。 
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５．３ 手数料 

CPDS に関する申請の一部は、手数料を頂戴しています。費用の多くは、システム構築費と人件費で

す。 

ご承知のとおり、昨今の物価高騰の影響により、CPDS の運営にかかる各種コストが継続的に上昇

しております。全国技士会ではこれまで、経費の見直しや業務効率化などの対策を講じてまいりました

が、現行の手数料体系を維持することが困難な状況となりました。 

誠に心苦しい限りではございますが、やむを得ず 2026年 4月 1日申請受付分から手数料を改定

させていただくこととなりました。 

 

何卒、諸事情をご賢察のうえ、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

 

（１）技士会会員と技士会無所属 

技士会会員とは「各県等の土木施工管理技士会」に入会している会員を指します。ＣＰＤＳの加入者

とは異なりますので、ご注意ください（7 ページ 「（2）個人ＩＤの加入条件」参照）。各県等の土木施工

管理技士会に入会していない方は無所属となります。 

 

（２）手数料の引き落とし 

手数料は一括送金システムより引き落とされます。 

原則として、手数料は税込で表示します。次ページ「（4）申請料金」には、税込、税抜の両方を表示

します。 
 

48 ページ （４）申請料金の「個人ＩＤ、社員データＩＤ（紐付けしている社員に関する申請） Ⅱ」、49

ページ「特定機能（講習会実施機関・社内研修・社員データ（新規登録・更新））ＩＤ Ⅱ」は、認定され

ない場合は引き落とされませんが、至急処理の料金は引き落とされますのでご注意ください。 
 
また、４９ページ「特定機能（講習会実施機関・社内研修・社員データ）ＩＤ Ⅱ」の承認後、開催を中

止した場合でも手数料はお戻しいたしません。 

※災害などのやむ得ない事情の場合はご相談ください。 

 

（３）一括送金申請の金額単位と残高の上限金額 

一括送金システム申請では、10円単位で申請が可能です。 

各ＩＤの残高には上限があります。上限を超えて登録（入金）することはできません。 
 
● 個人ＩＤ       30,000円 

● 特定機能ＩＤ  200,000円  
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（４）申請料金 
 
個人ＩＤ、社員データＩＤ（紐付けしている社員に関する申請） 

太字が改定手数料 

 税抜 税込 

Ⅰ. 個人ＩＤ新規加入の申請（個人ＩＤの取得申請） 

  技士会会員 1,200円 / 1名  1,320円 / 1名  

  無所属 2,900円 / 1名  3,190円 / 1名  

Ⅱ. 学習履歴（ユニット登録）の申請 

  技士会会員 無料  無料  

  無所属 500円 / 1件  550円 / 1件  

Ⅲ. 学習履歴証明書の申請 

  証明される者が全員技士会会員 

  ・1～5名 500円 / 1枚  550円 / 1枚  

  ・6～10名 800円 / 1枚  880円 / 1枚  

  証明される者に無所属が含まれている  

  ・1～5名 1,400円 / 1枚  1,540円 / 1枚  

  ・6～10名 2,400円 / 1枚  2,640円 / 1枚  

Ⅳ. 登録内容変更（住所変更など） 

  技士会会員・無所属 無料 無料 

Ⅴ. Web-CPDS加入申請（全国技士会インターネット学習､学習履歴登録は無料） 

  技士会会員 2,000円 / 1年  2,200円 / 1年  

  無所属 6,000円 / 1年  6,600円 / 1年  

Ⅵ. 至急処理の料金（学習プログラム・履歴申請、学習履歴証明書申請に対応） 

  技士会会員・無所属 300円 / 1件  330円 / 1件  

Ⅶ. 入力代行サービス（個人ＩＤのみ）※各申請手数料に以下が加算される 

  個人ＩＤ新規加入の申請   ＋2,000円 / 1申請    ＋2,200円 / 1申請  

  認定プログラム学習履歴の申請   ＋600円 / 1申請    ＋660円 / 1申請  

  認定プログラム外学習履歴の申請   ＋1,200円 / 1申請    ＋1,320円 / 1申請  

  学習履歴証明書の申請   ＋1,000円 / 1申請    ＋1,100円 / 1申請  

  登録内容変更申請   ＋1,000円 / 1申請    ＋1,100円 / 1申請  
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特定機能（講習会実施機関・社内研修・社員データ（新規登録・更新））ＩＤ 
太字が改定手数料 

  税抜 税込 

Ⅰ. 講習会実施機関・社内研修・社員データを利用するための会社ＩＤの取得申請 

講習会実施機関ＩＤ（新規および更新） 

一般 5,200円 / 3年  5,720円 / 3年  

公益法人 5,200円 / 3年  5,720円 / 3年  

国・地方自治体（公益性を考慮） 無料  無料  

社内研修ＩＤ（新規および更新） 5,200円 / 3年  5,720円 / 3年  

社員データＩＤ 

新規登録 無料 / 1年  無料 / 1年  

更新 5,200円 / 3年  5,720円 / 3年  

Ⅱ. 講習会実施機関ＩＤ 学習プログラムの申請 

１. 講習会実施機関 IDで申請する学習プログラム（３.以外） 

一般  

受講証明書発行（３４ページ①） 4,300円 / 1件  4,730円 / 1件  

受講証明書配布時の本人確認（３４ページ②） 2,100円 / 1件  2,310円 / 1件  

代行申請（34ページ③、36ページ⑤） 2,100円 / 1件  2,310円 / 1件  

オンラインセミナー（単日）（３５ページ④） 4,300円 / 1件  4,730円 / 1件  

1講習 2日間以上の場合 
（複数日まとめての申請手数料）* 

・2～5日間* 8,６00円 / 1件  9,460円 / 1件  

・6日間以上* 12,000円 / 1件  13,200円 / 1件  

公益法人 

受講証明書発行（３４ページ①） 2,000円 / 1件  2,200円 / 1件  

受講証明書配布時の本人確認（３４ページ②） 1,000円 / 1件  1,100円 / 1件  

代行申請（３４ページ③） 1,000円 / 1件  1,100円 / 1件  

オンラインセミナー（単日）（３５ページ④） 2,000円 / 1件  2,200円 / 1件  

1講習 2日間以上の場合 
（複数日まとめての申請手数料）* 

・2～5日間 3,800円 / 1件  4,180円 / 1件  

・6日間以上 5,700円 / 1件  6,270円 / 1件  

国・地方自治体 無料  無料  

2. 1. の学習プログラムを建設系ＣＰＤ協議会ホームページへ掲載 （1. の料金に加算） 

  ＋3,000円 / 1件  ＋3,300円 / 1件  

3. 講習会実施機関ＩＤで申請するインターネット学習プログラム 

  初年度（6ユニットまで） 110,000円 / 1件 121,000円 / 1件 

  次年度以降（年度更新） 16,500円 / 1件  18,150円 / 1件  

※1 プログラム 1 コース申請で 7 ユニット以上ある場合や安全衛生法等に定められた講習を 5 コース以上まとめ

て申請する場合は、手数料が異なります。お問い合わせフォームよりご連絡をお願いします。 

Ⅲ. 至急処理の料金（申請によっては設定なし） 300円 / 1件  330円 / 1件  

 
*複数日で 1講習と分かる資料が必須。申請ごとに表示される金額を審査時に調整します。 
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6．資料 
 

◆様式１ ＣＰＤＳ学習履歴の受講証明書◆ 
受講者がプログラム情報等を記入して、主催者が認印を押す形式の受講証明書雛形「様式１」があります。  

当技士会のホームページからダウンロード（Word形式）できますのでご利用ください。 

 

 
 
（ダウンロードは 2つ） 
①ホームページからダウンロード（ログイン不要） 
②個人 ID（11ページ図 5参照） 又は 社員データ ID（43ページ図 14参照） でログインして、メニューから
ダウンロードする。 

主催者から CPDSにプログラム申請がないプログラムを受講する場合は、原則、必要

事項を記入した「様式１」を持参してください。講習日、時間など省略せずに記入ください。 


